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市は、地方自治法第 243 条の 3第 1 項及び「財政事情」の公表に関する条例第 2条並びに地方公

営企業法第 40 条の 2 第 1 項及び八王子市下水道事業の設置等に関する条例第 8 条第 1 項の規定に

基づき、毎年 2回「財政事情」の公表を行っています。 

今回は、令和 5年度（2023 年度）上半期（令和 5年（2023 年）4月 1日から 9月 30 日まで）の

予算の推移及び執行状況並びに財産、市債及び一時借入金の現在高、その他財政に関する事項につ

いて令和 4年度（2022 年度）決算の概要と併せて公表します。 

 

Ⅰ 令和 5年度（2023 年度）の財政状況 

1 一般会計及び特別会計の上半期予算の推移及び執行状況 

（1）予算の推移 

     当初予算額に前年度からの繰越予算額と 4 月専決、6 月、9 月の補正予算額を反映させた予

算現額は、表 1 のとおりです。予算現額は、一般会計で 2,370 億 9,384 万円（前年度同期比

0.1％減）、特別会計（下水道事業を除く）で 1,926 億 154 万円（前年度同期比 0.4％増）、全会

計で 4,296 億 9,537 万円と、前年度の同期に比べ 0.1％の増になっています。 

各補正予算の概要については、別途作成している「補正予算の概要」を参照してください。 

 

   

表 1  各会計予算総括 

 

 

（単位　千円）

当初予算額 繰越予算額 4月専決補正額 6月補正額 9月補正額 予算現額

217,300,000 9,679,839 675,000 4,435,000 5,004,000 237,093,839

190,686,405 744,881 14,196 57,013 1,099,040 192,601,535

　

 

　

国民 健康 保険 事業 58,392,587 293,618 58,686,205

後 期 高 齢 者 医 療 16,317,616 16,317,616

介 護 保 険 47,276,248 1,403,886 48,680,134

母子・父子福祉資金 140,955 140,955

土 地 取 得 事 業 130,779 130,779

駐 車 場 事 業 206,307 51,040 257,347

借 入 金 管 理 34,754,938 596,800 △ 600,000 34,751,738

給与 及び 公共 料金 33,466,975 97,041 14,196 57,013 1,536 33,636,761

407,986,405 10,424,720 689,196 4,492,013 6,103,040 429,695,374計

区　　　　分

一 般 会 計

特 別 会 計
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（2）予算の執行状況 

令和 5年（2023 年）9月 30 日時点の執行状況は、表 2～4のとおりで、一般会計における歳

入の収入率は 45.9％、歳出の執行率は 26.9％になっています。 

 

表 2  各会計執行状況総括 

 

 

 

 

金　　額 金　　額

(9,679,839) (4,426,031)  (45.7) ％  (1,774,015)  (18.3) ％

 237,093,839  108,835,693  45.9  63,726,488  26.9

(51,040) (51,040)  (100.0) (51,040)  (100.0)

257,347 53,690  20.9 67,363  26.2

(710,400) (0)  (0.0) (0)  (0.0)

34,865,338 0  0.0 6,672,564  19.1

(97,041) (0)  (0.0) (15,348)  (15.8)

33,636,761 0  0.0 15,536,287  46.2

(858,481) (51,040)  (5.9) (66,388)  (7.7)

 192,715,135  45,215,521  23.5  66,581,872  34.5

(10,538,320) (4,477,071)  (42.5)  (1,840,403)  (17.5)

 429,808,974 154,051,214  35.8  130,308,360  30.3

注1　（  ）内数字は、令和4年度（2022年度）から令和5年度（2023年度）への繰越明許費分内書
注2　各会計で計上している公債費については、借入金管理特別会計で一括支出しているため、各会計
の支出額にはこれを含んでいません。

注3　各会計で計上している給与及び公共料金については、給与及び公共料金特別会計で一括支出して
いるため、各会計の支出額にはこれを含んでいません。

 31.6

 29.8

20,897,511

5,162,982

収入率
区　　　　　分 予算現額

収　入　済　額

（単位 千円）

執行率

支　出　済　額

42,059

18,203,106

駐 車 場 事 業

 16,317,616

 48,680,134

土 地 取 得 事 業 0

一 般 会 計

国民健康保険事業  37.6

186,475

3,841,412

19,095,065

 132.3

 39.2

後 期 高 齢 者 医 療

小　　　　計

計

特
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
計

 130,779 0

給与及び公共料金

介 護 保 険  37.4

 0.0

借 入 金 管 理

 58,686,205 22,038,879

母子・父子福祉資金 140,955

 23.5

 0.0

 35.6
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表 3  一般会計 歳入執行状況 

 

金　　　　額 金　　　　額

 93,046,616  39.2 ％  55,841,814  60.0 ％

1,041,571  0.4  313,166  30.1

 138,646  0.1  55,889  40.3

 712,535  0.3  205,976  28.9

 692,367  0.3 0  0.0

2,351,236  1.0 1,400,204  59.6

 13,447,894  5.7  7,754,480  57.7

102,939  0.1  37,105  36.0

 296,401  0.1  73,976  25.0

 560,605  0.2  529,189  94.4

 7,748,653  3.3 5,836,916  75.3

 72,482  0.0 32,785  45.2

 591,665  0.2  296,762  50.2

 4,283,362  1.8  1,865,038  43.5

(5,955,276) (61.5) (1,298,268) (21.8)

 53,285,849  22.5  18,733,615  35.2

 31,888,029  13.4  5,932,306 18.6

 1,620,020  0.7 87,048  5.4

 267,992  0.1  84,802  31.6

 3,484,663  1.5 0 0.0

(3,127,763) (32.3) (3,127,763) (100.0)

 5,959,416  2.5  9,150,643  153.5

 2,064,398  0.9 603,979  29.3

(596,800) (6.2)  (0) (0.0)

 13,436,500  5.7 0  0.0

 (9,679,839) (100.0)  (4,426,031)  (45.7)

 237,093,839  100.0  108,835,693  45.9

注 （  ）内数字は、令和4年度（2022年度）から令和5年度（2023年度）への繰越明許費分内書

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

計

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

収　　入　　済　　額

収　入　率

（単位  千円）

市 税

国 庫 支 出 金

市 債

ゴルフ場利用税交付金

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

予　　算　　現　　額

構　成　比
区　　　　　分
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表 4  一般会計 歳出執行状況 

 

 

金　　　　額 金　　　　額

 751,497  0.3 ％  298,596  39.7 ％

 (1,836,065) (19.0)  (46,257) (2.5)

 27,592,286  11.6  4,020,761  14.6

 (1,102,406) (11.4)  (3,139) (0.3)

 117,214,700  49.5  39,820,781  34.0

 (4,344,835) (44.9)  (1,052,581) (24.2)

 27,730,356  11.7  5,499,901  19.8

労 働 費  61,627  0.0  17,612  28.6

農 林 業 費  508,761  0.2  60,794  11.9

 (0,000) (0.0)  (0) #DIV/0!

商 工 費  1,869,049  0.8  406,389  21.7

 1,869,049  0.8  406,389  21.7

 (36,781) (0.4)  (6,000) (16.3)

 16,640,943  7.0  3,114,706 18.7

 (15,020) (0.1)  (10) (0.1)

 6,472,461  2.7  2,858,215 44.2

 (2,344,732) (24.2)  (666,028) (28.4)

 25,481,968  10.8  7,628,733  29.9

公 債 費  12,628,460  5.3  0  0.0

諸 支 出 金  1,789  0.0  0  0.0

予 備 費  139,942  0.1  0  0.0

 (9,679,839) (100.0)  (1,774,015) (18.3)

 237,093,839  100.0 63,726,488  26.9

注  （  ）内数字は、令和4年度（2022年度）から令和5年度（2023年度）への繰越明許費分内書

区　　　　　分

土 木 費

構　成　比

（単位  千円）

計

消 防 費

衛 生 費

総 務 費

 予　算　現　額 支　出　済　額

教 育 費

執　行　率

民 生 費

議 会 費
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2 下水道事業の業務状況 

（1）事業の概況 

下水道事業は、公衆衛生の向上及び生活環境の保全に寄与し、あわせて公共用水域の保全

に資するために、公共下水道事業と戸別浄化槽事業を行っています。 

令和 5年（2023 年）9月 30 日時点の業務状況については、下水道使用料の算定対象となる

有収水量が予定水量57,816,229㎥のところ29,048,164㎥（実績率50.2％）となっています。

その結果、主たる事業収益である下水道使用料の予算に対する執行率は 50.9％となっていま

す。 

 

（2）経理の状況 

表 5  収益的収支（損益勘定） 

 

 

表 6  資本的収支（資本勘定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位　千円）

予　算　額 執　行　額 差　額

公共下水道事業収益 13,867,973 4,114,193 9,753,780 29.7 ％

浄化槽事業収益 53,918 8,950 44,968 16.6

計 13,921,891 4,123,143 9,798,748 29.6

公共下水道事業費用 12,966,346 1,665,111 11,301,235 12.8

浄化槽事業費用 111,235 33,797 77,438 30.4

計 13,077,581 1,698,908 11,378,673 13.0

844,310 2,424,235 ― ―

区     分 執行率

収　入

支　出

収支差引

（単位　千円）

予　算　額 執　行　額 差　額

( 113,600 ) ( 0 ) ( 113,600 ) ( 0.0 ％)

5,060,998 1,603 5,059,395 0.0 ％

浄化槽事業資本的収入 7,796 0 7,796 0.0

計 5,068,794 1,603 5,067,191 0.0

( 155,483 ) ( 116,815 ) ( 38,668 ) ( 75.1 )

8,657,587 2,985,535 5,672,052 34.5

浄化槽事業資本的支出 35,020 13,955 21,065 39.8

計 8,692,607 2,999,490 5,693,117 34.5

△ 3,623,813 △ 2,997,887 ― ―

※(　)内数字は、令和4年度（2022年度）からの繰越額及びそれに係る財源充当額内書

区     分 執行率

収支差引

収　入

公共下水道事業資本的収入

支　出

公共下水道事業資本的支出
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3 財産・市債及び一時借入金の状況 

（1）財産 

市は、基金（貯金）のほか、公園、庁舎、学校といった土地・建物、物品、債権など多くの

財産を所有管理しています。 

これらの財産の状況は、表 7・8のとおりです。 

 

表 7    土地・建物、物品、債権など 

 

（令和5年（2023年）9月30日現在）

<△7>

9,856

<2>

272

<△5>

10,128

<2>

1,120

<△2>

17

<0>

1,137

<△74>

382

<0>

712

<0>

3,267

<0>

1,692

<0>

1

<0>

6

<△1>

0

<△1>

6

<0>

20,000

<0>

1,184,788

<0>

1

<△12,787>

5,183,831

<△66,434>

4,319,052

注　＜　＞内数字は、令和5年（2023年）4月1日から令和5年（2023年）9月30日までの異動状況

区　　　　　　　分 現  在  高

土　　　　　地

行 政 財 産 千㎡

普 通 財 産 千㎡

計 千㎡

建　　　　　物

行 政 財 産 千㎡

普 通 財 産 千㎡

計 千㎡

地　　上　　権

市 行 造 林 千㎡

八王子スクエアビル ㎡

ひよどり山トンネル ㎡

東 薬 隧 道 ㎡

地　　役　　権
朝 日 が 丘 団 地 内 の

雨 水 排 水 管 の 設 置 用 地 件

無 体 財 産 権

著 作 権 件

商 標 権 件

計 件

物品（取得価格1件100万円以上の備品） 千円

債　　　　　　　　　　　権 千円

有　価　証　券 株 券 千円

出　資　に　よ　る　権　利 千円

受　　益　　権 賃 貸 型 土 地 信 託 件
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表 8  基金 

 

 

 

 

 

  

区　　　分 内　　　　　　　　容 運用の種類

<4,402,120>
20,235,516

<0>
622
<0>
9

<0>
3,741
<0>
1

<△33,912>
114,400

<1,591,498>
9,540,994
<1,374>
204,222

<△20,356>
592,367

<△1,749>

210,123

<656>
2,915,028

<596>
2,215,965
<8,148>
351,991
<1,129>
52,916
<6>

87,771
<204>

130,844
<571>

4,737,104
<5,950,285>
41,392,983

<0>
622
<0>
9

注　＜　＞内数字は、令和5年（2023年）4月1日から令和5年（2023年）9月30日までの異動状況

（令和5年（2023年）9月30日現在）

現　在　高

財 政 調 整 基 金 年度間の財源の不均衡を調整するための積立金

現 金 千円

山 林 千ｍ
2

立 木 千ｍ
3

市が借りたお金を計画的に返済するための
積立金

現 金 千円

若きチェリスト
育 成 基 金

若手のチェリストを育成するための事業を
行うための積立金

現 金 千円

減 債 基 金

ふ る さ と 納 税
八王子応援基金

魅力あるまちづくりを推進するための積立金 現 金 千円

公 共 施 設 整 備
保 全 基 金

公共施設の整備・維持・更新をしていくための積
立金

現 金 千円

社 会 福 祉 基 金 社会福祉事業を推進していくための積立金 現 金 千円

子 ど も ・ 若 者
基 金

次代の社会を担う子ども・若者の健全な成長に資
する事業のための積立金

現 金 千円

企業立地支援奨励金

交 付 準 備 基 金
企業に交付する奨励金のための積立金 現 金 千円

八 王 子 駅 周 辺
整 備 基 金

八王子駅周辺の整備のための積立金 現 金 千円

高 尾 駅 周 辺
整 備 基 金

高尾駅及びその周辺部の整備のための積立金 現 金 千円

み ど り の
保 全 基 金

緑の保全と緑化推進のための積立金 現 金 千円

育 英 基 金 奨学事業を行うための積立金 現 金 千円

青 少 年 海 外
派 遣 基 金

青少年の海外派遣のための積立金 現 金 千円

ス ポ ー ツ
推 進 基 金

スポーツの推進を図るための積立金 現 金 千円

千ｍ
3

介 護 給 付 費
準 備 基 金

介護保険における収支の均衡を保つための
積立金

現 金 千円

計

現 金 千円

山 林 千ｍ
2

立 木
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（2）市債 

市債は、小・中学校整備事業、都市計画事業、下水道事業などの建設事業費の財源にするこ

とを主な目的とした長期にわたる借入金です。令和 5 年（2023 年）9 月 30 日の市債の現在高

は、1,802 億 8,586 万円で、借入先の内訳は表 9のとおりです。 

 

表 9  市債 

 

 
 

 

（単位 千円）

区　　　　　分 財 務 省

郵便貯金簡易生命

保険管理・郵便局

ネットワーク支援

機 構

東 京 都
地方公共団体
金 融 機 構

そ の 他

〔 85,824 〕 〔 〕 〔 〕 〔 〕〔 86,199 〕 〔 △ 375 〕

市 役 所 庁 舎 建 設 な ど 2,128,271 1,866,372 259,649 2,250

〔 △ 157,388 〕 〔 △ 196,706 〕 〔 〕 〔 44,000 〕〔 〕 〔 △ 4,682 〕

市 民 会 館 ・ 芸 術 文 化 会 館 建 設 3,032,975 2,849,460 132,009 51,506

〔 △ 44,000 〕 〔 〕 〔 〕 〔 △ 44,000 〕〔 〕 〔 〕

コ ミ ュ ニ テ ィ 施 設 等 建 設 184,708 184,708

〔 △ 78,465 〕 〔 △ 218 〕 〔 〕 〔 0 〕〔 △ 76,742 〕 〔 △ 1,505 〕

保 育 所 建 設 な ど 3,078,732 2,041 1,364,800 1,067,586 644,305

〔 △ 122 〕 〔 〕 〔 〕 〔 △ 122 〕〔 〕 〔 〕

災 害 援 護 10,928 10,928

〔 △ 20,000 〕 〔 △ 7,500 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 △ 12,500 〕

保 健 所 建 設 な ど 2,919,742 112,500 323,642 2,483,600

〔 △ 39,091 〕 〔 △ 37,031 〕 〔 〕 〔 〕〔 △ 1,889 〕 〔 △ 171 〕

ご み ・ し 尿 処 理 場 建 設 な ど 12,882,365 12,793,161 52,429 34,554 2,221

〔 △ 3,800 〕 〔 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 △ 3,800 〕

高 尾 の 里 拠 点 施 設 建 設 490,189 478,789 11,400

〔 △ 190,171 〕 〔 △ 87,460 〕 〔 〕 〔 〕〔 △ 123,730 〕 〔 21,019 〕

道 路 ・ 橋 の 整 備 な ど 11,581,627 1,109,370 8,513,204 1,770,739 188,314

〔 125,111 〕 〔 △ 14,721 〕 〔 〕 〔 〕〔 70,606 〕 〔 69,226 〕

都 市 計 画 事 業 16,197,878 3,344,854 13,357 11,979,172 254,762 605,733

〔 △ 7,634 〕 〔 △ 7,634 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 〕

自 転 車 駐 車 場 整 備 な ど 159,780 95,300 64,480

〔 47,113 〕 〔 △ 10,544 〕 〔 〕 〔 〕〔 62,454 〕 〔 △ 4,797 〕

公 園 整 備 1,433,689 564,921 697,092 155,541 16,135

〔 △ 80,503 〕 〔 △ 80,503 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 〕

市 営 住 宅 建 設 1,661,792 1,063,815 61,977 536,000

〔 △ 104,197 〕 〔 △ 30,814 〕 〔 〕 〔 〕〔 2,771 〕 〔 △ 76,154 〕

消 防 ・ 防 災 施 設 整 備 1,377,258 412,774 9,950 269,832 684,702

〔 △ 540,385 〕 〔 △ 499,429 〕 〔 〕 〔 〕〔 △ 1,704 〕 〔 △ 39,252 〕

小 ・ 中 学 校 校 舎 建 設 な ど 19,900,400 13,286,065 1,644,114 4,567,506 54,136 348,579

〔 △ 3,161 〕 〔 △ 3,161 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 〕

こ ど も 科 学 館 建 設 な ど 492,643 54,121 438,522

〔 293,331 〕 〔 △ 16,826 〕 〔 〕 〔 〕〔 △ 124,549 〕 〔 434,706 〕

体 育 館 建 設 な ど 6,345,551 348,888 2,153,032 3,112,725 730,906

〔 〕 〔 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 〕

減 税 補 塡 債 576,801 576,801

〔 △ 76,332 〕 〔 △ 76,332 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 〕

災 害 復 旧 債 1,343,960 1,200,294 127,766 15,900

〔 409,777 〕 〔 589,128 〕 〔 〕 〔 〕〔 △ 179,351 〕 〔 〕

臨 時 財 政 対 策 債 48,017,707 44,311,608 3,706,099

〔 △ 384,093 〕 〔 △ 479,751 〕 〔 〕 〔 △ 122 〕〔 △ 285,935 〕 〔 381,715 〕

小 計 133,816,996 81,549,172 2,296,249 33,500,401 10,701,523 5,769,651

〔 〕 〔 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 〕

母 子 ・ 父 子 福 祉 資 金 貸 付 事 業 27,700 27,700

〔 △ 39,407 〕 〔 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 △ 39,407 〕

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業 53,331 53,331

〔 △ 39,407 〕 〔 〕 〔 〕 〔 〕〔 〕 〔 △ 39,407 〕

小 計 81,031 81,031

〔 △ 2,415,390 〕 〔 △ 1,580,687 〕 〔 〕 〔 〕〔 △ 827,816 〕 〔 △ 6,887 〕

下 水 道 事 業 46,387,833 30,128,510 1,949,897 508,186 13,711,702 89,538

〔 △ 2,838,890 〕 〔 △ 2,060,438 〕 〔 〕 〔 △ 122 〕〔 △ 1,113,751 〕 〔 335,421 〕

計 180,285,860 111,677,682 4,246,146 34,008,587 24,413,225 5,940,220

注1   〔  〕内数字は、令和5年（2023年）4月1日から令和5年（2023年）9月30日までの異動状況

注2   「その他」は厚生労働省、東京都区市町村振興協会、全国市有物件災害共済会、東京都市町村職員共済組合

公

営

企

業

会

計

令和４年(2022年)
9 月 30 日 現 在

借  入  先  別  内  訳

一

般

会

計

特

別

会

計
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（3）一時借入金 

一時借入金は、支払いに必要な現金が不足した時に金融機関等から一時的に借入れをするも

のです。 

令和 5年度（2023 年度）上半期は、市が保有する基金から一時的に繰替えて運用したため、

金融機関等からの借入れは行っていません。 

 

 

Ⅱ 令和 4年度（2022 年度）決算の概要 

1 一般会計及び特別会計 

決算の状況は表 10 のとおりであり、全会計での歳入総額は、対前年度 2.8％減の 4,198 億

5,459 万円、歳出総額は、2.6％減の 4,085 億 6,055 万円になりました。 

また、翌年度への繰越財源を除いた実質収支は、一般会計が 60 億 2,288 万円、特別会計が

20 億 9,235 万円、全会計が 81億 1,523 万円の黒字になりました。 

各会計及び一般会計の歳入・歳出の内訳は表 11から表 13のとおりです。 

 

 

   表 10  決算 

 

 

（単位　千円）

令和4年度
（2022）決算額

令和3年度
（2021）決算額

対前年度増減額

歳 入 総 額 237,324,277 245,992,931 △ 8,668,654 △ 3.5 ％

歳 出 総 額 228,173,633 236,294,690 △ 8,121,057 △ 3.4

( 差 引 ) 形 式 収 支 9,150,644 9,698,241 △ 547,597 △ 5.6

翌 年 度 へ の 繰 越 財 源 3,127,763 2,180,146 947,617 43.5

( 再 差 引 ) 実 質 収 支 6,022,881 7,518,095 △ 1,495,214 △ 19.9

歳 入 総 額 182,530,309 185,875,405 △ 3,345,096 △ 1.8

歳 出 総 額 180,386,921 183,138,047 △ 2,751,126 △ 1.5

( 差 引 ) 形 式 収 支 2,143,388 2,737,358 △ 593,970 △ 21.7

翌 年 度 へ の 繰 越 財 源 51,040 51,040 皆増

( 再 差 引 ) 実 質 収 支 2,092,348 2,737,358 △ 645,010 △ 23.6

歳 入 総 額 419,854,586 431,868,336 △ 12,013,750 △ 2.8

歳 出 総 額 408,560,554 419,432,737 △ 10,872,183 △ 2.6

( 差 引 ) 形 式 収 支 11,294,032 12,435,599 △ 1,141,567 △ 9.2

翌 年 度 へ の 繰 越 財 源 3,178,803 2,180,146 998,657 45.8

( 再 差 引 ) 実 質 収 支 8,115,229 10,255,453 △ 2,140,224 △ 20.9

区　　　分

一

般

会

計

増減率

合
　
　
計

特

別

会

計
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  表 11  各会計決算総括 

 

 

 

差　引

収入済額　A 支出済額　B A　-　B

(14,471,707) ％ ％

252,784,707

(2,601,800)

35,045,097

(66,397)

34,244,879

(2,668,197)

190,357,281

(17,139,904)

443,141,988

　
注 （  ）内数字は、令和3年度（2021年度）から令和4年度（2022年度）への繰越明許費分内書

土 地 取 得 事 業 0100.079,208100.079,208

99,144 73.1 138,120

9,150,644

（単位   千円）

区　　　　　分 予 算 現 額
決　　　　　　算　　　　　　額

収 入 率 執 行 率

一 般 会 計 237,324,277 93.9 228,173,633 90.3

特
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
計

国 民 健康 保険 事業 58,024,709 57,274,390 98.7

46,751,391

母子・父子福祉資金 135,709 237,264 174.8

借 入 金 管 理 30,486,883 87.0

給 与 及び 公共 料金 32,730,732

79,222

1,403,887

97.9 481,059

後 期 高 齢 者 医 療 15,861,875 15,805,642 99.6 15,738,984 99.2 66,658

56,793,331

介 護 保 険 45,703,697 97.8 44,299,810 94.8

95.6

30,486,883 87.0

駐 車 場 事 業 214,399 212,493 99.1 158,829 74.1

32,730,732

53,664

0

計 419,854,586 94.7 408,560,554 92.2 11,294,032

小　　　　計 182,530,309 95.9 180,386,921 94.8 2,143,388

095.6
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  表 12  一般会計 歳入決算 

 

収  入  済  額

91,972,724 92,744,193  100.8 ％ 39.1 ％

1,110,443 1,059,997  95.5 0.5

95,707 136,467  142.6 0.1

655,521 724,997  110.6 0.3

748,083 555,017  74.2 0.2

1,457,608 1,892,305  129.8 0.8

13,756,498 13,970,803  101.6 5.9

98,038 91,485  93.3 0.0

266,046 269,025  101.1 0.1

537,649 592,971  110.3 0.2

8,896,917 8,939,277  100.5 3.8

77,044 67,574  87.7 0.0

741,104 722,639  97.5 0.3

4,305,547 4,039,608  93.8 1.7

 (9,689,761)
59,115,157  86.7 24.9

31,184,437 30,005,519 96.2 12.7

439,648 256,980  58.5 0.1

245,955 152,224  61.9 0.1

3,104,721 555,088 17.9 0.2

 (2,180,146)
9,698,241  100.0 4.1

1,876,265 2,215,610 118.1 0.9

 (2,601,800)
9,519,100  71.5 4.0

 (14,471,707)
 93.9 100.0

注 （  ）内数字は、令和3年度（2021年度）から令和4年度（2022年度）への繰越明許費分内書

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全対 策特 別交 付金

68,203,211

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

株 式 等 譲渡 所得 割交 付金

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

（単位  千円）

区　　　　　分 予　算　現　額
決　　　　　算　　　　　額

収　入　率 構　成　比

法 人 事 業 税 交 付 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金
9,698,241

諸 収 入

市 債
13,313,300

計
252,784,707

237,324,277

都 支 出 金

地 方 交 付 税

環 境 性 能 割 交 付 金
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  表 13  一般会計 歳出決算 

 

 

支　出　済　額

721,957 713,396 98.8 ％ 0.3 ％

 (547,588)

28,318,104 86.0 12.4

 (4,983,818)

111,962,757 94.1 49.1

 (5,388,992)

30,251,535 81.8 13.3

74,122 56,916 76.8 0.0

528,089 439,091 83.1 0.2

 (797,660)

2,509,592 88.5 1.1

 (575,728)

13,789,915 90.2 6.0

 (7,487)

6,334,722 98.2 2.8

 (2,155,417)

21,252,640 84.1 9.3

12,534,950 12,529,949 100.0 5.5

12 0.0 0.0

143,836 0.0 0.0

 (15,017)

15,017 15,016 100.0 0.0

 (14,471,707)
228,173,633 90.3 100.0

注 （  ）内数字は、令和3年度（2021年度）から令和4年度（2022年度）への繰越明許費分内書

教 育 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

計

252,784,707

25,268,427

災 害 復 旧 費

6,450,619

（単位  千円）

区　　　　　分  予　算　現　額
決　　　　　算　　　　　額

執　行　率 構　成　比

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

消 防 費

農 林 業 費

商 工 費

土 木 費

119,003,794

32,947,129

36,979,421

15,280,614

2,836,720
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2 下水道事業 

決算の状況は表 14 のとおりです。収益的収入及び支出については、それぞれ 142 億 5,659

万円、125 億 8,483 万円となりました。また、資本的収入及び支出については、それぞれ 47 億

9,208 万円、83 億 4,883 万円となり、資本的収入の不足額 35 億 5,674 万円を、消費税及び地

方消費税資本的収支調整額 2億 2,290 万円、減災積立金 1億 5,594 万円及び損益勘定留保資金

17 億 7,441 万円で補てんしました。  

各事業の収入・支出の内訳は表 15から表 18 のとおりです。 

 

 

  表 14  決算 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位　千円）

収益的収支 資本的収支

収 入 額 14,256,592 4,792,083

支 出 額 12,584,826 8,348,827

差 引 1,671,766 △ 3,556,744

当年度純利益（税抜） 1,448,864

区　　　分
令和4年度（2022）決算額

公
営
企
業
会
計

（

下
水
道
事
業
会
計
）

※　資本的収支の不足額は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、
　　減債積立金及び損益勘定留保資金で補塡した。

※
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  表 15  収益的収入 

 

 
  

 表 16  収益的支出 

 

 

 

 

 

 

 

（単位  千円）

収  入  済  額

13,794,486 14,204,161  103.0 ％ 99.6 ％

第１項　営業収益 9,010,171 9,258,635  102.8 64.9

第２項　営業外収益 4,784,314 4,810,146  100.5 33.7

第３項　特別利益 1 135,380  13,538,000.0 1.0

第２款　浄化槽事業収益 52,893 52,431  99.1 0.4

第１項　営業収益 17,880 17,704  99.0 0.1

第２項　営業外収益 35,012 34,727  99.2 0.3

第３項　特別利益 1 0  0.0 0.0

13,847,379 14,256,592  103.0 100.0計

区 分

第１款　公共下水道事業収益

予　算　現　額
決　　　　　算　　　　　額

収　入　率 構　成　比

支　出　済　額

第１款　公共下水道事業費用 12,933,962 12,482,897 96.5 ％ 99.2 ％

第１項　営業費用 12,044,754 11,627,659 96.5 92.4

第２項　営業外費用 879,207 855,238 97.3 6.8

第３項　特別損失 1 0 0.0 0.0

第４項　予備費 10,000 0 0.0 0.0

第２款　浄化槽事業費用 104,174 101,929 97.8 0.8

第１項　営業費用 103,403 101,170 97.8 0.8

第２項　営業外費用 770 759 98.6 0.0

第３項　特別損失 1 0 0.0 0.0

13,038,136 12,584,826 96.5 100.0計

（単位  千円）

 予　算　現　額
決　　　　　算　　　　　額

執　行　率 構　成　比
区 分
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  表 17  資本的収入 

 

 

  表 18  資本的支出 

 
 

 

（単位  千円）

収  入  済  額

5,613,621 4,776,927  85.1 ％ 99.7 ％

第１項　企業債 2,980,900 2,226,400  74.7 46.5

第２項　一般会計出資金 2,264,767 2,264,767  100.0 47.3

第３項　国庫補助金 250,902 195,461  77.9 4.0

第４項　都補助金 16,090 24,404  151.7 0.5

第５項　負担金等 100,861 65,003  64.4 1.4

第６項　固定資産売却代金 1 862  86,200.0 0.0

第７項　その他資本的収入 100 30  30.0 0.0

第２款　浄化槽事業資本的収入 18,345 15,156  82.6 0.3

第１項　企業債 13,800 11,400  82.6 0.2

第２項　国庫補助金 2,532 2,208  87.2 0.1

第３項　都補助金 1,196 900  75.3 0.0

第４項　負担金等 816 648  79.4 0.0

第５項　固定資産売却代金 1 0 0.0 0.0

5,631,966 4,792,083  85.1 100.0計

予　算　現　額
決　　　　　算　　　　　額

収　入　率 構　成　比
区 分

第１款　公共下水道事業資本的収入

支　出　済　額

第１款　公共下水道事業資本的支出 9,188,100 8,306,460 90.4 ％ 99.5 ％

第１項　建設改良費 3,678,362 2,797,078 76.0 33.5

第２項　企業債償還金 5,509,387 5,509,340 100.0 66.0

第３項　基金積立金 351 42 12.0 0.0

第２款　浄化槽事業資本的支出 45,089 42,367 94.0 0.5

第１項　建設改良費 27,583 24,864 90.1 0.3

第２項　企業債償還金 17,506 17,503 100.0 0.2

計 9,233,189 8,348,827 90.4 100.0

　資本的収入が資本的支出に対して不足する額3,556,744千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調
整額222,902千円、減債積立金1,559,430千円及び損益勘定留保資金1,774,412千円で補塡した。

区 分  予　算　現　額

（単位  千円）

決　　　　　算　　　　　額

執　行　率 構　成　比



『令和4年度（2022年度）決算の主な事業』

１款　議会費

提言を行った。

２款　総務費

１　市民自治の推進

（１） 町会・自治会活動支援 市民活動推進部

行った。

（２） コミュニティ施設管理運営 市民活動推進部

（３） 学園都市づくり 市民活動推進部

「大学コンソーシアム八王子」の運営費の一部を負担したほか、学園都市として

の特性を活かし、地域の発展や課題解決等を図るため、大学等との連携・協力を

推進した。

本年度は、学園都市センターイベントホールの音響設備の改修工事を行い、

施設の安定的な稼働を確保した。また、大学等卒業後の市内定住促進に向け、

本年度は、「中長期保全計画」に基づき、子安・由井市民センターにおいて

受変電設備の更新を行い、利用者の安全で快適な環境を確保した。

学園都市センターについて、指定管理者による効率的な管理運営を行い、

学園都市づくりに寄与した。また、大学・学生・市民・行政等の連合組織である

町会・自治会が行う集会施設の整備や公衆街路灯の設置及び連合団体の活動に

管理を行う公衆街路灯（防犯灯）の公有化及びＬＥＤ化に向けて事業者の選定を

市民センター及び地区会館について、指定管理者による効率的な管理運営を

在学中に貸与を受けていた奨学金の返還に対して支援金を交付する定住促進

奨学金返還支援事業を開始し、交付対象者を認定した。

オンラインによる行政視察や懇談会、アンケート調査等を実施し、市政に対する

常任委員会における所管事務調査では、会議用アプリケーションシステムを活用した

多様な意見の把握に努めた。さらに、議会のＩＣＴ化推進のため、議長の諮問機関

である「ＩＣＴ導入検証会議」で引き続き検証を行い、議会改革を推進したほか、

本会議、委員会等の適正な運営及び議員の調査・研究等が円滑に行われるよう

努めたほか、市議会だより「ひびき」の発行、ホームページでの会議録の公開、

本会議のインターネット中継などを行い、市議会の活動状況や審議内容の周知を

図った。また、「八王子市議会基本条例」に基づき議会報告会を開催し、市民の

行い、市民サービスの向上と地域コミュニティ活動の活性化を図った。

対して補助を行い、地域活動の活性化を図った。また、町会・自治会が設置・
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２　市民が納得できるサービスの提供

（１） 広報活動

（２） 広聴活動

（３） 文書の保管保存

（４） ふるさと納税

じ、市内外に本市の魅力を発信するとともに、公募により、返礼品の更なる充実

を図った。また、引き続き「新型コロナウイルス感染症対策支援寄附金」

を募集し、新型コロナウイルス感染症対策関連事業に活用した。

本年度は、企業版ふるさと納税を導入し、プロモーション活動の一環とする

するとともに、新たな財源の確保に努めた。

の構築を行い、効果・効率的な公文書管理を推進したほか、「中長期保全計画」

ふるさと納税制度を活用し、寄附者に本市ならではの返礼品を贈る取組を通

感染症に関する総合コールセンターを運営し、予防に関する相談や生活支援の

案内を行った。

ファイリングシステム及び書庫の維持管理を行い、適正な文書管理に努め

た。

本年度は、令和５年度（２０２３年度）からの導入に向けて文書管理システム

に基づき、館町書庫の屋上防水及び外壁改修工事を行った。

施策・事業テーマについて広く意見を求め、市政運営に活用した。さらに、

市長が直接市民と語り合う「市長と語る」を開催したほか、市長とパネリストが

テーマについて意見を交換する「市民フォーラム・未来を語る」を開催した。

このほか、新型コロナウイルス感染症対策として、引き続き新型コロナウイルス

多様な媒体を活用した情報発信を行い、市民へ積極的に市政情報を提供した。

本年度は、写真や動画を効果的に活用したデジタル版広報はちおうじの周知に

努めたほか、ＬＩＮＥをはじめとするＳＮＳによるイベント開催情報の発信を

行うなど、関係所管と連携し、情報発信の充実を図った。

市政への提言はがきやＥメール等を通して、市民の意見や要望を把握し、

「広報はちおうじ」や映像広報、ラジオ広報、迅速な情報発信が可能なホーム

ページやＳＮＳ、市長記者会見やプレスリリースなどのパブリシティのほか、

適切な対応に努めた。また、市政世論調査や市政モニター制度により、個別の
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（５） デジタル技術活用 デジタル推進室

（６） 住民情報ネットワークシステムの運営 デジタル推進室

（７） 賦課徴収共通管理

導入及び地方税共通納税システムの税目拡大に向けたシステム改修を行った。

また、総合税システムの再構築事業について、関連システムとの連携や既存

システムのデータ移行に係る作業を行った。

化に向けたシステム改修については、計画どおり完了した。

インターネット回線を利用した地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）による

給与支払報告書等の受領並びに法人市民税、固定資産税（償却資産）及び事業所

税の申告受付を行った。

本年度は、令和５年度（２０２３年度）からの「地方税統一ＱＲコード」の

運営を行った。

本年度は、マイナポータルによる電子申請について、各業務で申請情報を

安全かつ効率的に取り扱うことができるようシステムの構築を行った。

なお、前年度から繰り越した転出・転入手続きの時間短縮化及びワンストップ

決済への対応については、計画どおり完了した。

また、国が実施するマイナポイント（第２弾）の申込期限延長に伴うマイナ

ポイントの設定支援は、年度内執行が不可能なことから、事業費を翌年度に

繰り越した。

住民記録・住民基本台帳ネットワーク・総合税等電算システムの適正な管理

に基づき、キャッシュレス決済の導入やオンライン手続の拡大等により市民の

利便性向上を図るとともに、ローコード開発ツール、ＲＰＡツール及びＡＩ－

ＯＣＲの活用により、定型・単純業務を自動化し、業務の効率化を図った。

なお、前年度から繰り越したローコード開発ツール導入及びキャッシュレス

安全で効果的な情報化施策を推進するため、ＣＩＯ補佐官及びデジタル推進

専門官が有する知識と経験を活用した。

本年度は、原油価格・物価高騰対策として、八王子マイナポイント付与事業

を実施した。また、「デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」
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（８） 戸籍住民基本台帳

３　地方分権時代にふさわしい行財政運営の推進

（１） 政策立案機能の充実

（２） 地域づくり推進事業

図った。

本年度は、４つの中学校区で「地域づくり推進計画」の策定・改定に向けた

検討を行い、取組の充実を図った。また、その他の３３中学校区において「地域

づくり意見交換会」を実施したほか、「地域づくりフォーラム」の開催や地域

づくりを推進するための周知・啓発動画の制作を行い、地域づくりの気運醸成を

ムを導入し、データ利活用による政策立案（ＥＢＰМ）の推進を図った。

「地域づくり推進基本方針」に基づき、地域のプラットフォームとなる地域

づくり推進会議の取組を進めた。

を一体的に推進するための行動計画である「八王子市経営計画」を策定した。

このほか、危機管理専門管理官を配置し、自然災害等によるリスクに関する

現状を分析し、「国土強靭化地域計画」を改定するなど危機管理体制の構築を

図った。また、令和２年（２０２０年）国勢調査結果を踏まえた将来人口の推計

を行った。さらに、住民基本台帳など膨大なデータの集計・分析が可能なシステ

本年度は、「八王子未来デザイン２０４０」に掲げる５つの「経営方針」を

踏まえ、「重点テーマ・取組方針」の着実な推進を図るとともに、財政フレーム

に基づく施策の効果・効率的な展開と、中長期的な視点による経営マネジメント

団体等との調整・連携を行い、「八王子市子ども・若者育成支援計画」に掲げる

取組の推進を図った。また、「八王子市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の

計画期間の最終年度として、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた各施策

の実績評価などを実施した。

重要施策や行財政運営の方針について審議調整を行い、適正な行財政運営に

努めるとともに、子ども若者施策推進コーディネーターを配置し、庁内及び外部

マイナポータルを利用した引越しワンストップサービスを開始し、市民の利便性

の 向 上 を 図 っ た 。

なお、戸籍情報システムの改修については、国が示す新たなシステム仕様の

決定に時日を要し、年度内執行が不可能なことから、事業費を翌年度へ繰り

越した。

ナンバーカード等の申請受付及び交付を行った。

本年度は、本庁舎、八王子駅南口総合事務所及び市内３か所の郵便局に

キオスク端末（マルチコピー機）を設置するとともに、キオスク端末による証明

発行手数料を減額することで、コンビニ交付の利用率向上に努めた。また、

戸籍・住民基本台帳に係る届出の受付及び証明発行を行ったほか、マイ
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（３） 長期ビジョンの策定

２０４０」を策定した。

４　誰もが心豊かに暮らせる市民生活の推進

男女共同参画の推進 市民活動推進部

向け、市民意識・実態調査を実施した。

５　学びを活かせる生涯学習の推進

学園都市大学の運営 市民活動推進部

推進した。

本年度は、リカレント教育の促進と新型コロナウイルス感染症対策の観点

から、公開講座の一部について、オンライン配信も行った。

を開催した。また、「男女が共に生きるまち八王子プラン（第４次）」の策定に

大学コンソーシアム八王子に加盟する２５大学等との連携・協働により、市民

が意欲を持って学ぶことのできる生涯学習の場を提供するため、学園都市大学

（いちょう塾）を運営し、大学がより身近に感じられる学園都市づくりを

（第３次）２０１９改定版」に基づき、男女共同参画センターを拠点として、

意識啓発講座の開催や女性のための相談事業、ＤＶ（ドメスティック・

バイオレンス）被害者への支援のほか、学習活動支援のための託児などを

行った。

本年度は、「八王子市男女共同参画推進条例」を制定し、条例制定記念講演会

市民アンケートを実施した。また、ｅラーニングを活用した職員研修を行った

ほか、広報特集号の作成や啓発動画を制作し、市民に対して周知啓発を行った。

男女共同参画社会の実現のため、「男女が共に生きるまち八王子プラン

２０４０年を展望した本市の新たな基本構想・基本計画「八王子未来デザイン

本年度は、計画にあたってパブリックコメントによる意見聴取や運用に関する
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６　未来につながる文化の継承と創造

文化芸術の振興 市民活動推進部

な稼働を確保した。

完了した。

ことから、事業費を翌年度に繰り越した。

３款　民生費

１　誰もが心豊かに暮らせる市民生活の推進

（１） 生活困窮者の自立支援

（２） 住民税非課税世帯等への臨時特別給付金

市民の生活や暮らしを支援するため、住民税非課税世帯等に対して、

臨時特別給付金を支給した。また、原油価格・物価高騰対策として、

電力・ガス・食料品等の価格高騰による影響を受けている市民の生活や暮らしを

支援するため、住民税非課税世帯等に対して、臨時特別給付金を支給した。

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を支給した。

なお、前年度から繰り越した新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金

事業については、計画どおり完了した。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面している

「生活困窮者自立支援法」に基づき、生活保護に至る前の生活困窮者に

対して、各種相談及び自立に向けたプラン作成による自立支援を行った。また、

住居確保給付金支給に係る申請受付及び求人開拓や就職後の定着支援を柱とした

就労支援を行った。さらに、新型コロナウイルス感染症の影響で離職または、

収入が減少した市民を対象とする相談体制を強化するとともに、就労による

なお、前年度から繰り越した「中長期保全計画」に基づく芸術文化会館

また、南大沢文化会館交流ホールの舞台機構設備更新工事については、半導体

提供した。

本年度は、新型コロナウイルス感染症対策として、市民会館の空調設備改修

工事を行ったほか、市民会館の電話交換機設備及び非常用蓄電池の更新工事

並びに南大沢文化会館主ホールの舞台機構設備の更新工事を行い、施設の安定的

（いちょうホール）の大規模改修に伴う実施設計については、計画どおり

不足の影響により部品の納期が遅延し、年度内での事業完了が不可能となった

自立を図るため、また、それが困難な場合には生活保護の利用につなげるため、

文化３館及び夢美術館について、指定管理者による効率的な管理運営を行い、

市民サービスの向上を図るとともに、市民が優れた文化芸術に触れる機会を
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（１） 重層的支援体制整備事業

（２） 障害者自立支援

（３） 障害児支援

（４） 社会参加の促進

本年度は、重度障害者（児）の受入れを行う施設に対して運営費の一部を

補助し、社会参加の促進を図ったほか、障害福祉サービス事業所に対して

「はちおうじ農業塾」等において行う農業技術習得研修を受ける際に必要な

経費を補助することで、農福連携を推進した。

本年度は、医療的ケア児等コーディネーターを配置するとともに、

「八王子市医療的ケア児支援検討会」を開催し、医療的ケア児及び

その家族が住み慣れた地域で安心して生活できる支援体制を構築した。

相談・支援業務、移動経費の助成及び「障害者総合支援法」に規定する事業を

実施する施設への支援を行い、障害者の就労や社会参加を促進した。

実施していくため、市内５か所の拠点事務所に高度な専門的知識を有した

支援員等を配置した。

発達障害児に対する支援を行う通所施設「からふる」を運営するとともに、

知的障害児療育支援事業を行う「すぎな愛育園」及び「すぎな愛育園分園」

に対して運営費と事業費の一部を補助し、障害児の社会適応力の向上を図った。

「障害者総合支援法」に基づく補装具費の支給や日常生活用具の給付のほか、

居宅におけるホームヘルプサービスなどを提供し、障害者の地域における

自立生活を支援した。

本年度は、障害福祉サービス事業所等職員の労働条件の改善に資するため、

賃金に係る処遇改善を行ったほか、質の高い相談業務を継続的に

八王子まるごとサポートセンターを中心に、各機関が連携し、相談支援、

参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施し、地域住民の複雑化・

複合化した支援ニーズに対応した。

本年度は、はちまるサポートを新たに２か所開設し、包括的な相談支援体制の

構築を推進した。

２　誰もが生きがいを持ち安心できる地域づくり
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（５） 新型コロナウイルス感染症対応障害者福祉サービス支援

（６） 介護保険施設等の整備促進

（７） 新型コロナウイルス感染症緊急対応介護サービス支援

３　全ての子どもが健やかに育つ地域づくり

（１） 子育てプロモーションの推進

本年度は、妊娠週数や子どもの月齢に合ったアドバイスやメッセージ等の

ＬＩＮＥ配信を開始した。また、今後の子どもと子育て家庭に係る施策に反映

するため、学齢期の子どもがいる家庭の生活実態や困りごと等を具体的に把握

する調査を実施した。

に対し、電気料金やガス料金の一部として物価高騰緊急対応支援金を支給した。

「八王子市子ども・若者育成支援計画」に掲げる目標を達成するため、次世代

育成の取組や魅力ある子育て情報を市民や事業者に対して積極的に発信すると

ともに、妊娠期から就学前の子どもを持つ子育て世帯を対象に、必要な子育て

情報を発信する子育て応援サイトを運用した。

環境の確保を図った。

高齢者施設等に対し、行政検査に該当しないＰＣＲ検査等に要する費用や

感染症対策設備の整備費用を補助した。

本年度は、原油価格・物価高騰対策として、介護サービスを提供する事業所等

の負担軽減を図り、安定的で持続可能な事業運営に資するため、当該事業所等

当該事業所等に対し、電気料金やガス料金の一部として物価高騰緊急対応支援金

を支給した。

地域密着型サービス施設を開設する事業者に対し、施設整備費の一部を

補助したほか、広域型介護保険施設等の大規模改修を行う事業者に対して

改修費等の一部を補助し、高齢者が住み慣れた地域で健康で安心して暮らせる

提供するため、新型コロナウイルス感染者が発生した障害福祉サービス

事業所等が、代替サービスなどを実施するなどにより、通常のサービス

提供時には想定されなかった経費について、その一部を補助した。

本年度は、原油価格・物価高騰対策として、障害福祉サービスを提供する

事業所等の負担軽減を図り、安定的で持続可能な事業運営に資するため、

新型コロナウイルス感染症対策として、必要なサービスを継続して
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（２） 保育施設の整備

（３） 保育サービスの推進

（４） 地域子ども・子育て支援

（５） 幼児教育・保育センターの運営

が、年度内執行が不可能なことから、事業費を翌年度に繰り越した。

行うとともに、障害児等保育助成の認定を行った。

本年度は、保育従事者を対象に職域別研修及び年代別研修を実施し、保育園・

幼稚園等職員の資質の向上を図った。

なお、私立幼稚園等における送迎バス等安全対策支援に係る経費について、国

及び東京都の補正予算の対象となったことから、年度内に前倒しして予算化した

に拡大し、産後育児ノイローゼの防止や育児不安を抱えた保護者への対応強化を

図った。また、産前・産後サポート事業において、新型コロナウイルス感染症

対策として、家事育児ヘルパー等のサービスを受けていない家庭に対し、

家事支援用品の購入支援を行い、子育て家庭の負担軽減を図った。

発達が気になる園児の保育等について、臨床心理士等による巡回発達相談を

なお、民間保育所等が購入する給食食材料費の一部を補助する経費について、

年度内に前倒しして予算化したが、年度内執行が不可能なことから事業費

を翌年度に繰り越した。

ショートステイ事業において、受入れ年齢を今までの１歳から０歳３か月まで

対し、運営費加算を行い、待機児童の解消を図った。また、保育士の労働条件の

改善に資するため、賃金に係る処遇改善を行ったほか、保育士宿舎借上げ支援

事業の対象施設を拡大し、保育士の雇用促進を図った。さらに、原油価格・物価

高騰対策として、保育施設に対し電気料金、ガス料金及び民間保育所等が購入

した給食食材料費の一部を補助した。

し、乳幼児期の教育や保育に係るサービスを提供した。

本年度は、保育需要の高い１歳児の受入れを促進するため、定員に空きが生じ

ている０歳児から１歳児へ定員構成を変更した民間保育所及び認定こども園に

民間保育施設の整備に対して補助を行い、安全な保育環境の確保を図った。

また、認定こども園の施設改修費に対して補助を行い、質の高い幼児教育・

保育を一体的に提供することができる認定こども園の設置を推進するとともに、

安全な教育・保育環境の維持・向上を図った。

「子ども・子育て支援新制度」に基づき、民間保育所等に対して運営費を給付
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（６） ひとり親家庭の自立促進

（７） 子育て世帯への臨時特別給付金の支給

　

（８） 子育て世帯生活支援特別給付金

（９） 市立保育所の管理運営 

新型コロナウイルス感染症対策として、公設公営保育所３園において空調機改修

工事を行った。また、原油価格・物価高騰対策として、公設公営保育所を含めた

１６園にて給食食材料費の一部を補助した。

なお、給食食材料費の一部を補助する経費について、年度内に前倒しして予算

化したが、年度内執行が不可能なことから、事業費を翌年度に繰り越した。

等の理由により保育を必要とする乳幼児の心身の健全な育成に努めた。

また、子育て相談や親子の交流を行う「子育てひろば」を実施し、地域の子育て

家庭を支援したほか、多様な保育ニーズに対応するため、一時保育や休日保育等

を実施した。

本年度は、公設民営保育所６園において、保育士等の処遇改善を行ったほか、

　なお、前年度から繰り越した本事業については、計画どおり完了した。

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、食費等の物価高騰等に

直面する低所得の子育て世帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う

ため、特別給付金を支給した。

公設公営保育所１０園及び公設民営保育所６園で保育を提供し、保護者の就労

電気及びガス料金等の一部を補助した。また、テレワーク推進事業及び親子

ふれあい事業の開催回数を増やし、就業支援と体験活動の充実を図った。

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、その影響を受けている

子育て世帯を支援するため、１８歳までの児童がいる世帯に対し、臨時特別

給付金を支給した。

経済的支援や就業支援、学習支援などを行うことで、児童を養育するひとり親

家庭の自立促進を図った。また、母子・父子自立支援員と就業・家計専門員を

配置し、ひとり親家庭への相談支援を行った。

本年度は、原油価格・物価高騰対策として、母子生活支援施設に対して、
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（１０） 学童保育所の管理運営

避難行動要支援者支援

４款　衛生費

１　保健医療の充実

（１） 予防接種

ウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行を防ぐため、インフルエンザ

予防接種費用を全額助成し、高齢者の重症化予防と医療機関の負担軽減を

図った。

負担額を無料とし、まん延防止と保護者の負担軽減を図ったほか、子宮頸がん

ワクチンについて、積極的な勧奨を差し控えている期間に接種機会を逃した方を

対象に無償接種（キャッチアップ接種）を実施した。また、高齢者肺炎球菌

ワクチンの定期接種の対象者について、自己負担額の更なる軽減を行い、接種率

を向上させることで、重症化の防止に努めた。さらに、高齢者の新型コロナ

「予防接種法」に基づき、各種予防接種を実施し、感染症のまん延及び発病・

重症化の防止に努めた。また、町田市、日野市、多摩市、稲城市の医療機関に

おける定期接種の相互乗り入れを実施し、市民の利便性向上を図った。

本年度は、本市独自で助成しているおたふくかぜ予防接種について、自己

４　地域力を活かした安全で安心なまちづくり

災害時に自力避難が困難な避難行動要支援者について、福祉関係者や

民生委員・児童委員等と連携して避難支援の仕組みづくりを行った。

本年度は、避難行動要支援者のうち、要介護３以上かつハザードエリアに

住む方等（施設入所者は除く）の個別避難計画の作成を進めた。

保育所に連携推進員を配置するとともに、民間事業者を活用した多様なスポーツ

プログラムを提供し、放課後の居場所づくりの充実を図ったほか、３か所の学童

保育所の小学校校舎内移転整備を実施し、放課後子ども教室との連携の強化

及び待機児童の解消を図った。

保護者が就労等により放課後に家庭で保育ができない児童を対象に、子どもの

健全な育成と遊び及び生活の支援を行う学童保育所について、指定管理者に

よる管理運営を行った。

本年度は、学童保育所にＷｉ-Ｆｉ環境を整備し、ＧＩＧＡスクール構想に

基づく学習用コンピュータを活用した家庭学習に対応した。また、９か所の学童
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（２） 新型コロナウイルス予防接種

（３） 保健所管理運営

た。

（４） 感染症対策

（５） 健診・検診の推進

制度を廃止し、対象年齢者に受診券を送付することで検診をきっかけとした

かかりつけ医の定着、生活習慣病の発症及び重症化の予防に繋げた。

感染が拡大した場合でも速やかに健康観察を行い、市民の生命を守る体制を

構築した。

各種がん検診を実施し、疾病の早期発見による市民の健康維持を推進した。

本年度は、乳がん検診について、民間事業者のノウハウを活用した成果連動型

委託契約による受診勧奨を行った。また、歯と口腔・歯周病検診について、申込

新型コロナウイルス感染症患者に対し、「感染症法」に基づく入院勧告や就業

制限等を行った。また、感染拡大に伴う病床ひっ迫と自宅療養者の増加に対応

するため、「地域医療体制支援拠点」を設置し、自宅療養者の受診・入院調整や

患者移送手配等を実施したほか、入院医療費の公費負担を行った。さらに、

保健所が担う新型コロナウイルス感染症の感染者対応業務の一部を委託し、

越した。

保健所施設の維持管理を行い、地域に身近な保健衛生サービスの提供に努め

本年度は、東京都立多摩産業交流センター（東京たま未来メッセ）に併設する

複合施設内に保健所を移転した。また、利用者に配慮した施設環境を整備した

ほか、健康危機管理体制を強化する等、保健衛生業務の充実を図った。

本年度は、生後６か月以上の市民を対象にした初回接種及び５歳以上の市民を

対象にした追加接種（オミクロン株対応ワクチンを含む）を実施した。

なお、前年度から繰り越した新型コロナウイルスワクチンの接種体制の確保に

ついては、計画どおり完了した。また、接種及び接種体制確保に要する経費を

予算化したが、年度内での事業完了が不可能なことから、事業費を翌年度に繰り

「予防接種法」に基づく新型コロナウイルスワクチンの接種を行い、発症・

重症化予防及びまん延防止を図った。
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（６） 母子保健

（７） 新型コロナウイルス感染症対策地域医療体制整備

２　一人ひとりが考え、ともに守る環境

環境保全活動の推進

３　環境負荷の少ないまちづくり

（１） 再生可能エネルギーの普及

ボイラーを利用した啓発用足湯の維持管理を行った。

本年度は、生物多様性の保全とその持続可能な利用に関する方策を示す生物

多様性地域戦略の策定に向け、八王子市史等を活用した自然環境調査を実施

した。

住宅等に太陽光発電システム等を設置する市民・事業者に対し、設置費用の

一部を補助し、再生可能エネルギーの普及促進を図った。また、木質バイオマス

助成金を支給した。

購入し、市内医療機関に無償配布した。

学識経験者等で構成する環境審議会において、第２次環境基本計画の進捗状況

及び地球温暖化対策地域推進計画の改定について専門家の見地から意見を聴取す

るとともに、本市独自の環境マネジメントシステム「Ｈ-ＥＭＳ（ヒームス）」

を運用し、市の事務事業における環境負荷の低減に向けた取組を推進した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を図るため、（一社）八王子市

医師会と連携し、感染対策に取り組む専門家によるＷｅｂセミナー等を

実施し、新型コロナウイルス感染症に対する知識の普及・啓発及び情報共有を図

った。また、集団接種会場でのワクチン接種が困難な方に対して支援を行ったほ

か、検査キットが不足する事態となった第７波の際、市が抗原検査キットを一括

た。また、助産師による授乳・沐浴の相談や指導・育児相談等が受けられる産後

ケアの通所型について、医療機関で行う通所型ロングに加えて、助産所等で行う

通所型ショートを開始し、支援体制の充実を図った。さらに、特定不妊治療の

医療保険適用に伴い、経過措置として制度移行前から開始した治療を対象に

妊産婦や乳幼児の健康保持及び増進を図るため、健康診査等を実施した。

本年度は、妊婦歯科健康診査について、これまでの保健福祉センターでの集団

健診から医療機関での個別健診に実施方法を変更し、受診しやすい環境を整え
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（３） ごみ処理基本計画

実施した。

戸別回収方式による分別収集を実施し、資源物の再使用・再生利用を推進する

とともに、プラスチック資源化センターの運転管理を行った。また、資源集団回

収を行う各種団体に対して補助金を交付し、地域における資源化の取組を促進

した。

本年度は、モデル事業として実施していた木の枝資源化事業を市内全域で本格

ポスティングを行い、ごみの分別を促進した。

本年度は、食料品販売店や飲食店などの余った食材や売れ残りそうな食品を

消費者の需要とマッチングさせるフードシェアリングサービス「タベスケ

Ｈａｃｈｉｏｊｉ」を実施し、食品ロスの削減を図った。

（５） 資源物の分別収集

するため、「清掃施設整備計画」の策定をあわせて進めた。

（４） ごみ減量の推進

ごみ指定収集袋制度の継続のほか、町会・自治会及びマンション管理組合への

啓発に加えて、共同ごみ置場を使用している集合住宅を中心に戸別訪問・

費用の一部を補助し、市内における二酸化炭素排出量の削減及び熱中症予防対策

人口減少・高齢化社会を見据えるとともに、プラスチックの資源循環や食品

ロス対策の推進など、ごみ処理を取り巻く環境の変化に対応するため、「ごみ

処理基本計画」の改定を進めた。また、令和４年（２０２２年）１０月の

新館清掃工場稼働開始、北野清掃工場休止を受け、今後の清掃施設体制を確立

本年度は、ラッピングバスを運行するとともに子ども向け動画を制作し、

ゼロカーボンシティ宣言の周知及び地球温暖化対策についての意識啓発を図った

ほか、国における２０５０年カーボンニュートラル及び２０３０年削減目標改定

に対応するため、「八王子市地球温暖化対策地域推進計画」の改定を行った。

また、市内の住宅に省エネ性能が高いエアコンを購入、設置した市民に対し、

の推進を図った。

（２） 環境負荷の低減

家庭における省エネ活動の実践を促進するなど、地球温暖化防止に関する普及

啓発を図ったほか、東京都の省エネルギー診断の結果に基づく機器や設備の

改修費の一部を補助し、中小事業者の省エネ行動を推進した。

29



５款　労働費

地域経済を支える産業の振興

（１） 就業支援

（２） 若者の就業支援

市内在住の若者に対して奨励金を交付し、市内中小企業の人材確保及び

若者の就業・定着の促進を図った。さらに、小・中学生に対してキャリア

教育講座を実施し、将来に向けた就業意識の形成・向上を図った。

本年度は、就職氷河期世代に対する就職カウンセリング事業を実施し、就労に

困難が生じている方の就労や社会参加を促進した。

Ｗｅｂサイト「はちおうじ就職ナビ」を運営したほか、ハローワーク八王子等

との共催で就職面接会等を実施し、若者の市内企業への就職促進及び中小企業等

の人材確保を図った。また、「はちおうじ就職ナビ」掲載企業に就職した

　なお、前年度から繰り越した施設設備工事については計画どおり完了した。

ハローワーク八王子や東京しごとセンターとの共催などにより、就職面接会や

セミナー、相談会を開催するとともに、子育てや介護等と仕事の両立を目指す方

を対象に、実務に役立つパソコン講習会及び就職面接会を実施し、幅広い年齢層

の求職者の就職促進を図った。

本年度は、粗大ごみ収集において、コールセンターによる収集申込受付及び

処理手数料のオンライン決済を開始し、市民の利便性の向上を図った。

（８） 新館清掃工場の建設

安定した市内２工場体制を構築するため、ＤＢＯ方式を用いて新館清掃工場の

整備・運営事業を行い、１０月から稼働を開始した。

本年度は、モデル地域を設定して家庭から排出される生ごみの収集を行い、

家庭系可燃ごみの約４割を占める生ごみの減量・資源化を図った。

（７） ごみ等の収集運搬

家庭系・少量排出事業系ごみの戸別収集、粗大ごみ収集、不法投棄対応等の

業務を行い、ごみの適正処理に努めた。

（６） 生ごみ減量・資源化推進

家庭用生ごみ減量化処理機器等の購入費の一部を補助したほか、生ごみ

たい肥化に関する講習会や市内小学校においてダンボールコンポスト校内活用

事業を行い、生ごみの減量・資源化を推進した。
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６款　農林業費

１　まちの魅力を向上させる産業

（１） 遊休農地活用支援

（２） 農作物獣害防止対策

２　自然と共生した安全で快適な環境

森林再生

表土流出の防止に努めた。

手入れが行われず荒廃しているスギ・ヒノキの人工林について、東京都と

所有者との協定により間伐を行い、森林の持つ公益的機能の向上を図った。

また、間伐を行った森林において枝打ちを実施し、間伐後の下草の育成及び

推進事業を実施し、地域住民との協働による獣害対策を推進した。

推進を図った。

効果的な獣害防止対策として、農業者へ防除指導を行うとともに、農作物に

被害を及ぼす野生獣の追い払いや捕獲を行ったほか、防除用資機材購入費の

一部を補助し、農作物被害の軽減を図った。

本年度は、地域住民に対して学習会や検討会等を行う地域ぐるみ獣害対策

経費の一部を補助し、都市農地の確保に努めた。また、経営が不安定な就農

直後の新規就農者に対して、新規就農者育成総合対策費補助金を活用し、就農

意欲の喚起と就農後の定着を支援した。

本年度は、農作業の担い手育成を目的とする「はちおうじ農業塾」に農業

技術の習得を希望する福祉団体を受け入れ、農業指導者を養成し、農福連携の

遊休農地の活用を推進するため、農地所有者と農地借受希望者のマッチング

を行う「八王子市農地バンク制度」を実施するとともに、農地の再生に必要な
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７款　商工費

１　地域経済を支える産業の振興

（１） 中小企業等の活性化支援

（２） 地域産業振興推進

（３） 新型コロナウイルス感染症対策飲食店等応援事業

（４） 原油価格・物価高騰緊急対応事業者支援

原油価格・物価高騰対策として、減益となった市内事業者の事業継続を支援

するため、市内の法人及び個人事業主に事業継続緊急支援金を支給した。

市が定めた独自基準に適合する飲食店を認証するとともに、市内中小飲食業が

行う感染症対策に係る経費の一部を補助し、利用者が安心して飲食を楽しめる

環境を整備した。

なお、前年度から繰り越したキャッシュレス決済によるポイント還元事業に

ついては、計画通り完了した。

イノベーション創出に向けたプラットフォームの形成を目的とした、自治体

間連携による共同研究を行った。また、経済情勢に対応した有効な施策展開を

行うため、過去に事業資金助成による施策介入を行った事業者等を対象とした

アンケート調査及び専門の研究機関による分析を実施した。

専門家による中小企業者向けの個別相談を実施し、経営の安定化を

図った。

地域課題をビジネス手法で解決するコミュニティビジネス（ＣＢ)、ソーシャル

ビジネス（ＳＢ）を創出するための検討を行った。

本年度は、多様化・複雑化した地域課題の解決に向け、官民連携による

おける創業者向けセミナー等を通じて、新たなビジネスチャンスを創出した。

本年度は、令和４年（２０２２年）１０月に開業した東京都立多摩産業交流

センター（東京たま未来メッセ）において、ものづくり系イベントを開催した

ほか、新製品開発等に向けたセミナーを開催し、市内中小企業の新分野展開

を促進した。また、新型コロナウイルス感染症対策として、中小企業支援の

展示会出展や販路拡大、海外展開に係る経費を補助するとともに、

八王子商工会議所が実施する市内小規模事業者対象の経営相談等に係る

経費を補助し、市内事業者の経営力強化・販路開拓の促進を図った。また、

八王子商工会議所と共同運営している「サイバーシルクロード八王子」に
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２　まちの魅力を向上させる産業

（１） 中心市街地の活性化

（２） ＭＩＣＥの推進

（３） 空き店舗等リノベーション支援事業

（４） 交流拠点施設の整備

（５） 観光資源情報の活用

情報拠点の運営等に対して補助を行い、本市の観光スポットなどの情報を

積極的に発信することで、認知度向上及び市内への誘客を図った。

本年度は、デジタル観光ガイドブックの更新と、新たに観光情報サイト

「いこうよ八王子・高尾山」を構築し、情報発信を行った。

自然に親しむレクリエーション活動の場を提供した。

本年度は、社会的需要やニーズに即した魅力ある観光拠点としての機能

充実や機能転換を含めたリノベーションを行うため、「夕やけ小やけふれあい

の里リノベーション基本方針」を策定した。

(公社)八王子観光コンベンション協会が実施する観光情報発信事業や観光

コストの一部を補助し、まちのにぎわいを創出するとともに、地域の活性化を

促進した。

「夕やけ小やけふれあいの里」について、指定管理者による市民サービスの

向上と効率的な管理運営を行い、四季折々のイベントや体験事業を実施し、

本年度は、ＭＩＣＥ開催経費の支援とあわせ、新たに作成したユニーク

ベニューガイドブックを活用し、ＭＩＣＥ主催者へ誘致活動を実施した。

また、専門的知見のある事業者に支援業務を委託し、ＭＩＣＥ推進の活動

方針の策定や誘致活動を行い、ＭＩＣＥの推進を図った。

空き店舗や空き家を活用し、魅力ある店舗を開店する事業者に対しイニシャル

本年度は、まちなか交流・活動拠点をリニューアルオープンするとともに、

「第２期中心市街地活性化基本計画」を策定し、中心市街地のさらなる活性化を

推進した。

本市の魅力ある資源を活用したＭＩＣＥ誘致を推進する(公社)八王子観光

コンベンション協会に対して運営費の一部を補助した。

「八王子市中心市街地活性化基本計画」に掲げる事業の確実な推進のための

進行管理を行うとともに、空き店舗の活用促進やまちの魅力づくりなどに

取り組んだ。
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（６）日本遺産を活かした観光推進

８款　土木費

１　自然と共生し地域の多様性を活かしたまちづくり

（１） 都市計画調査

（２） 都市景観形成 　

（３） 都市計画マスタープランの改定 　

を進めるための基礎資料を作成した。

した。

本年度は、協働による景観形成を推進するため、子ども景観学習コンテンツ

「ポストコロナ時代」における市民の暮らし方や働き方、企業活動等の変化に

対応した都市づくりを早期に実現するため、都市構造に係る基礎調査の結果を

踏まえ、「都市計画マスタープラン」の改定に向けた基本的な考え方を整理

「景観法」に基づく景観行政団体として、「八王子市景観条例」及び景観計画

を運用し、規制誘導や指導を行うとともに、景観審議会を運営し、良好なまち

づくりを推進した。また、市民を対象とした都市景観セミナー等により、景観

意識の啓発を行った。

を大学と協働で作成したほか、八王子駅周辺地区における未来の姿を描いた景観

絵本「八王子まちなか 景観みらいものがたり」を作成した。

な考え方を示す基本構想を取りまとめるとともに、基本計画の策定に着手した。

また、西八王子駅周辺地区について、方針策定に向けた地域意向に関する調査を

行うとともに、まちづくり手法の検討を行った。さらに、ひよどり山地区に

ついて、農的機能の利活用等の方向性を示すために必要な基礎調査を行った

ほか、市道八王子１３７１号線（野猿街道）の交通環境改善に向け、関係者協議

本市の日本遺産構成文化財を活用し、地域と協力した新たなイベントを

開催するとともに、その他市内外のイベントに参加した来場者に対して日本

遺産のＰＲを行い、誘客促進と認知度向上を図った。

地域の活性化及び利便性の向上を図るまちづくりのための調査を実施した。

本年度は、北野地区における公共施設再編を見据え、土地利用に関する基本的
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（４） 旭町・明神町地区周辺まちづくりの推進 　

（５） 八王子駅南口集いの拠点整備 　

（６） 公園管理 　

（７） 公園の整備

（８） 居住環境の整備

整備するため、実施設計等を行った。

補助を拡充した。

安心して住み続けられる居住環境の確保を図った。

本年度は、ゼロカーボンシティ宣言にあわせ、省エネルギー化改修に対する

片倉城跡公園整備において、都市計画公園区域内の民有地を取得し、歴史的に

貴重な城跡と市街地に残る良好なみどりを確保した。また、（仮称）高尾山口

駅前公園整備において、高尾山山麓の拠点として、（仮称）案内川左岸広場を

住宅の所有者等に対し、改修工事に要する費用の一部を補助し、市民が安全で

基づき、拠点整備事業の進捗を図った。

向上と効率的な管理運営を行うとともに、児童遊園等を安全・安心に利用できる

よう維持管理を行った。

本年度は、ナラ枯れにより枯死した樹木のうち、倒木により公園利用者や隣接

する住居、道路交通等に影響を及ぼす危険性のあるものについて、伐採等を行う

とともに、一部の健全な樹木を対象に、ナラ枯れ予防対策を実施した。

本年度は、ＰＦＩ事業者の公募・選定を行い、事業契約の締結を行うととも

に、廃道に伴う道路新設工事等を行った。

なお、前年度から繰り越した旧八王子医療刑務所官舎等の解体工事について

は、計画どおり完了した。

市内８００か所の都市公園・緑地について、指定管理者による市民サービスの

移転後の跡地における暫定的な広場整備に向け、保健所施設の解体等工事に着手

学び・交流・防災の３つの機能を備えた、利用・滞在を促す「サード

プレイス」を実現するため、「八王子駅南口集いの拠点整備基本計画」に

東京都立多摩産業交流センター（東京たま未来メッセ）と連携した旭町街区と

明神町街区の一体的なまちづくりを推進するため、市街地再開発事業の実施に

向けた権利者や関係機関との調整及び事業計画の検討を進めた。また、れんが

通りにおいて無電柱化のための電線共同溝引込連系管工事を行ったほか、保健所

するとともに、市民ワークショップを開催するなど広場に関する検討を行った。

35



（９） 空き家対策促進

（１０） 分譲マンション適正管理

２　地域力を活かした安全で安心なまちづくり

耐震化促進 　

３　快適で人にやさしい交通環境づくり

（１） 高尾駅北口駅前広場及び南北自由通路等の整備

（２） 道路の管理 　

を配備するにあたり、職員の操作技術の習得のため、ドローン操作・維持

管理等研修を実施した。

市道の認定、廃止及び区域変更の手続きを行うとともに、道路管理システム

を運用し、道路台帳の閲覧に関する事務や市道の占用許可などを行い、市道の

適正な管理に努めた。また、道路等の公共用地の境界確定に関する事務を

行い、市民サービスの向上に努めた。

本年度は、道路や橋りょうの点検時に補完的な役割として活用するドローン

て重要な高尾駅の北口駅前広場について、良好な駅前環境を維持するため清掃や

道路の補修を行った。また、高齢者・障害者を対象に、駅構内を通り抜けるため

の入場券等購入経費の補助を行い、高尾駅の南北往来の利便性向上を図った。

本年度は、鉄道事業者との協議により、「高尾駅南北自由通路整備に関する

変更基本協定」を締結した。

木造住宅及び特定緊急輸送道路沿道建築物等の耐震化に要する費用の一部を

補助し、災害に強いまちづくりの推進を図った。また、地震時に倒壊のおそれが

あるブロック塀等の撤去、新設に要する費用に対して補助を行い、避難路の安全

確保を図った。

高尾駅周辺地域の安全性・利便性を高めるため、観光拠点及び交通結節点とし

分譲マンションの維持・管理・改善に関するセミナーや、管理に関する問題等

を相談できる個別相談会を実施するとともに、管理不全の兆候があるマンション

に対して調査を実施し、良質なマンションストックの形成を図った。

本年度は、「マンション管理適正化法」に基づき、管理計画認定制度を開始

するとともに、実態調査を実施し、マンションの適正な管理を推進した。

空き家等対策セミナー・相談会を実施するとともに、空き家の除却に要する

費用の一部を補助し、空き家の適切な管理の促進と発生予防を図った。

本年度は、市内不動産団体と協定を締結し、空き家ワンストップ相談窓口

「住まいの活用相談所」を開設することで、空き家の利活用を促進した。
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（３） 交通安全施設の整備 　

（４） 道路・水路の維持補修 　

（５） 街路樹等維持管理 　

（６） 地域公共交通の充実 　

４　自然と共生した安全で快適な環境

水路の改良整備 　

路線バス事業者に支援金を支給した。

水路改修及び雨水排水施設の整備を行い、溢水を防ぎ、市民の生命・財産を

守るとともに、道路集水ますの浸透化工事を行い、雨水流出の抑制を図った。

本年度は、水位等を遠隔監視するシステムを構築し、運用を開始した。

地域交通事業における運行経費の一部を補助し、交通空白地域の交通改善を

図った。

本年度は、地域公共交通活性化協議会「はちバス専門分科会」において、

はちバスの中長期的な課題への対策を検討した。また、市民の日常的な移動手段

として、将来にわたり安全かつ安定した運行が持続できるよう、市内を運行する

対策工事については、計画どおり完了した。

住環境の改善のため、街路樹の剪定を行い、交通事故の防止及び美観維持

を図った。

本年度は、市内で急速に拡大しているナラ枯れにより枯死した樹木を伐採

した。

なお、前年度から繰り越した通学路合同点検の結果に基づき実施した安全

対策工事については、計画どおり完了した。

道路・水路及び排水施設の補修・整備等を行い、通行の利便性及び市民の

安全な生活環境を確保した。

なお、前年度から繰り越した通学路合同点検の結果に基づき実施した安全

通学路などの交通安全施設の整備改修を行うことで、交通事故の未然防止を

図り、安全な住環境を確保した。また、主要路線の道路照明灯の予防保全

工事を行うことで、維持管理の効率化を図った。
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９款　消防費

地域力を活かした安全で安心なまちづくり

（１） 消防団運営

（２） 出動報酬

（３） 災害対策

（４） 防災倉庫整備

修繕等を行った。

どおり完了した。

本年度は、新型コロナウイルス感染症対策として、備蓄のアルファ化米を

炊出用から個食へ入替えを行ったほか、避難所内の適切な温度管理と換気対策の

強化のため、気化熱冷風機を配備した。

なお、前年度から繰り越した簡易型避難用テントの追加配備については、計画

作成した。また、災害時の情報収集、孤立地域への情報発信・物資搬送を可能

とするためのドローンを配備するとともに、操作技術の習得のため、職員を対象

としたドローン操作・維持管理等研修を実施した。

小・中学校や市民センター等に設置している防災倉庫の食糧、生活必需品等の

災害用備蓄品の充実に努めたほか、「中長期保全計画」に基づく改修工事及び

市民の防災意識や技能の向上を図り、地域防災力を強化するため、自主防災

組織の結成及び育成に努めたほか、防災に関する啓発活動を実施した。また、

土砂災害警戒区域・浸水想定（予想）区域に居住する世帯数及び人数の把握を

行い、防災力の向上を図った。

本年度は、内水浸水予想区域に対応した総合防災ガイドブック（第３版）を

市民を災害から守るため、日夜訓練を積み重ねている消防団員に対し、

火災、訓練等の出動の際に報酬を支給した。

本年度は、国において検討された消防団員の報酬等に係る最終報告書に

あわせ、出火出動報酬等の見直しを行った。

装備品等を充実し、消防行政の強化を図った。

本年度は、国において検討された消防団員の報酬等に係る最終報告書に

あわせ、年額報酬の見直しを行った。また、夏用活動服を配備し、消防団員の

安全かつ円滑な活動を支援した。さらに、団員がオンラインで研修を受けられる

よう各器具置場にタブレット端末を配置したほか、消防車両の運転に必要な

準中型免許の取得費用を助成した。

市民を災害から守るため、消防団が安全かつ円滑な活動を遂行できるよう、
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１０款　教育費

１　全ての子どもが健やかに育つ地域づくり

放課後子ども教室

２　未来をひらく子どもを育てる教育

（１） 地域運営学校の推進

（２） 教育指導

（３） 学力向上

（４） 登校支援ネットワークの整備

心理相談員等による不登校児童・生徒への相談業務を行ったほか、スクール

ソーシャルワーカーが社会福祉の専門的な立場から学校や関係機関、家庭への

訪問等による支援を行った。また、福祉・心理・教育・医療の各分野の専門家

であるスーパーバイザーがスクールソーシャルワーカーに指導・助言を行い、

不登校問題への対応力向上を図った。

個々の課題に応じた学習指導にきめ細かく対応したほか、英会話学習アプリ

ケーションの活用による個々のスピーキング力に応じた授業を実施することで、

外国語教育の充実を図った。

本年度は、学習支援システムを導入し、学習用コンピュータの更なる活用を

図った。

いて指導や助言を行い、教員の指導力向上や諸問題の解決を図った。

本年度は、公共及び民間施設のプール活用や専門家による水泳指導支援などを

試行的に実施し、教育的効果を高めるとともに、施設の維持管理経費の縮減や

教員の働き方改革の推進を図った。

アシスタントティーチャーによる習熟度別学習指導等を実施し、児童・生徒の

学校運営協議会が企画する事業に対して予算配当を行い、各学校での特色ある

教育を推進した。

本年度は、全ての学校運営協議会にオンライン会議等開催のためのライセンス

を付与し、学校運営協議会の利便性の向上を図った。

教育指導の専門性をもつ指導主事が各学校の授業内容や方法、教育課題等につ

小学校の施設を活用し、地域の方々が担い手となり、子どもたちに放課後や

土曜日、学校休業期間中の安全で安心な居場所と体験学習の場を提供した。

また、既存実施校の開催日数を拡大するとともに、学童保育所との連携強化を

図り、放課後の居場所づくりを一体的に推進した。
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（５） 副読本作成

（６） 学校における働き方改革の推進

（７） 小学校給食・中学校給食

（８） 第二小学校・第四中学校改築

（９） 長房中学校区学校再編

するため、船田小学校及び長房中学校の耐力度調査を実施した。

なお、物価高騰に伴う食材料費の増額分について、年度内に予算化したが、

年度内執行が不可能なことから、事業費を翌年度に繰り越した。

老朽化が進んでいる第二小学校及び第四中学校の改築・統合による新たな義務

教育学校の整備に向け、実施設計に着手した。

長房中学校区の小・中学校再編に向け、既存の学校施設の劣化状況等を把握

への支援を行った。さらに、稼働中の給食センター３施設で食育推進イベント

「はちっこキッチンフェスタ」を開催し、「はちおうじの給食」の魅力と給食

センターの役割について、地域への理解を深めた。このほか、物価高騰による

食材料費の増額分を負担し、保護者に追加負担を求めることなく栄養バランスの

とれた学校給食を提供した。

学校の夜間学級に在籍する生徒に対して補食（弁当）を提供した。

本年度は、給食室のトイレ洋式化工事を行ったほか、日本遺産ストーリーに

沿った献立「車人形御膳」などの提供や、サッカーワールドカップ対戦国の

食文化を知る献立を取り入れ、世界の文化や食への関心を高める取組を充実

した。また、姉妹都市である小田原市の干物を使用した献立を取り入れ、生産者

スクール・サポート・スタッフ及び副校長補佐を配置し、教員の負担軽減を

図るとともに、教員がより児童・生徒への指導等に注力できる体制を整備した。

本年度は、副校長補佐の配置校を拡大し、副校長の事務の負担軽減を図り、

学校現場における諸課題に対応できる体制を強化した。

小・中学校全校で「学校給食法」に基づく完全給食を実施した。また、第五中

地域の様子やまちの歴史などを紹介した副読本及び社会科資料を作成・配布

し、児童・生徒の社会科に対する学習意欲を高めるとともに、本市の特色ある

郷土についての学びを深めた。

本年度は、学習用コンピュータで活用できるよう社会科副読本のデジタル化

を図った。
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（１０） 給食センターの整備

３　学びを活かせる生涯学習の推進

（１） 生涯学習の振興

（２） スポーツ・レクリエーションの推進

（３） 屋外運動施設の管理運営

（４） 甲の原体育館の管理運営

スポーツ・レクリエーション活動の場を提供するため、指定管理者による

本年度は、小学校において、出張体験講座や遊びの出前を実施し、子どもた

ちにスポーツや文化芸術など多様な体験の機会を提供した。

各種スポーツ大会や教室を開催し、スポーツの普及や市民の心身の健康維持

を図った。

本年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により運動機会が減少している

令和５年（２０２３年）９月からの給食提供開始に向け、学校給食センター

楢原の整備工事を行った。また、５施設目（寺田）の整備工事に着手した。

小学生の保護者を対象にした家庭教育支援講座を開催し、家庭の教育力向上を

を図った。

障害のある方が、スポーツを実施できる環境を整備するため、パラスポーツ

（障害者スポーツ）用具を購入し、体験会を実施したほか、スポーツ実施率の

低い働き盛り世代をターゲットとした体操教室を開催した。

スポーツ・レクリエーション活動の場を提供するため、屋外運動施設の管理

運営を行った。

甲の原体育館の管理運営を行った。また、誰もがスポーツに親しめるように各種

教室や一般開放を実施し、スポーツの振興を図った。

　本年度は、「中長期保全計画」に基づく大規模改修工事を完了した。

本年度は、「中長期保全計画」に基づき、富士森公園野球場（スリーボンド

スタジアム八王子）及び上柚木公園陸上競技場の改修工事を行い、利用環境の

改善を図った。また、上柚木公園陸上競技場においては、（公財）日本陸上競技

連盟の第２種公認の更新に向けた整備を行い、第２種公認を更新した。
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４　未来につながる文化の継承と創造

日本遺産の活用・発信

１１款　公債費

１４款　災害復旧費

 道路・橋りょうの復旧事業

関係団体、民間事業者等により構成される日本遺産「桑都物語」推進協議会に

おいて、日本遺産の推進事業に取り組み、本市の活性化を図った。

本年度は、令和５年度（２０２３年度）に本市で開催することが決定した日本

工事については、計画どおり完了した。

主な要因は、平成３０年度（２０１８年度）に実施した戸吹清掃工場延命化対策工事の

財源として借入れた市債の償還開始などに伴い、元金が４億５００万円増になったことに

よるものである。

対前年度３億７，７００万円、３.１％増の１２５億３，０００万円になった。

　令和元年東日本台風により被災した市施設の復旧工事を実施した。

行った。

都内唯一の日本遺産『霊気満山 高尾山 ～人々の祈りが紡ぐ桑都物語～』の

構成文化財をはじめとする歴史文化を活用し、その魅力を発信したほか、行政と

遺産フェスティバルについて、開催計画の策定など、開催に向けた準備を

令和元年東日本台風により被災した道路・橋りょうの復旧工事を行った。

なお、前年度から繰り越した市道加住１１１号線の盛土及び構造物の復旧
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一般会計歳出性質別

１  人件費

２  物件費

３  補助費等

４  扶助費

である。

５　維持補修費

１億２，３００万円皆減になったことなどによるものである。

対前年度２３億８，２００万円、２．８％減の８１５億８００万円になった。

主な要因は、原油価格・物価高騰対策として、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急

支援給付金に係る経費が３１億４，１００万円皆増になったほか、障害者自立支援給付

がサービス利用者数の増により１０億５，７００万円増になったものの、子育て世帯への

主な要因は、ごみ等の焼却・選別処理が２，９００万円減になったものの、

臨時特別給付金に係る経費が６４億９，１００万円減になったことなどによるもの

水路・雨水排水施設の整備が５，０００万円増になったことなどによるものである。

なったものの、衆議院議員選挙及び都議会議員選挙による時間外勤務手当等が

増になったことなどによるものである。

対前年度１億２，４００万円、０．４％減の２８２億２，０００万円になった。

主な要因は、参議院議員選挙による時間外勤務手当等が６，５００万円皆増に

対前年度３８億８，５００万円、１１．６％増の３７２億７，３００万円になった。

主な要因は、原油価格・物価高騰対策として自治体マイナポイント事業に係る経費が

６億４，３００万円皆増になったほか、キャッシュレス決済ポイント還元事業に係る

５億５，２００万円皆減になったものの、国都支出金返還金が１９億７，８００万円

経費が４億６，１００万円、小・中学校の光熱水費及び通信費が４億３，２００万円、

対前年度１７億４，９００万円、９．６％増の１９９億４，２００万円になった。

主な要因は、新型コロナウイルス感染症緊急対応事業者等支援に係る経費が

新型コロナウイルス感染症対策保健所体制強化に係る経費が４億２，９００万円

それぞれ増になったことなどによるものである。

対前年度３，２００万円、１．５％増の２１億７，５００万円になった。
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６　投資的経費

７　公債費

８　積立金

によるものである。

９　出資金・貸付金

１０　繰出金

主な要因は､後期高齢者医療特別会計が７億１，２００万円、介護保険特別会計が

９，０００万円、国民健康保険特別会計が５，１００万円それぞれ増になったこと

対前年度１６億３，８００万円、３２．３％増の６７億１，５００万円になった。

対前年度５億１，３００万円、１８．３％減の２２億９，１００万円になった。

主な要因は、下水道事業会計への出資金が５億１，２００万円減になったことなどに

よるものである。

対前年度８億５，３００万円、４．７％増の１９０億７００万円になった。

主な要因は、青少年海外派遣基金が６，４００万円減になったものの、財政調整基金が

９億６００万円、公共施設整備保全基金が８億１００万円それぞれ増になったことなど

対前年度３億７，７００万円、３．１％増の１２５億３，０００万円になった。

それぞれ減になったことなどによるものである。

対前年度１３６億３，８００万円、４２．４％減の１８５億１，１００万円になった。

主な要因は、新館清掃工場の建設が５９億円、八王子駅南口集いの拠点整備に係る

経費が４２億４，７００万円、新保健所の整備に係る経費が２２億５，１００万円

などによるものである。
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一般会計歳入

１款　市税

（１）市民税

（２）固定資産税

（３）市たばこ税

２款　地方譲与税

３款　利子割交付金

４款　配当割交付金

５款　株式等譲渡所得割交付金

市税収入の総額は、対前年度２９億６，７００万円、３．３％増の９２７億

４，４００万円になった。

個人市民税は、所得割の増などにより対前年度９億６，７００万円、２．７％

法人市民税は、法人税割の増などにより対前年度６億２００万円、１３．５％

増の３７４億１，６００万円になった。

増の５０億７，８００万円になった。

対前年度９億８，３００万円、２．８％増の３６５億４００万円になった。

対前年度６００万円、０．６％増の１０億６，０００万円になった。

これは、地方揮発油譲与税が１，２００万円減になったものの、森林環境譲与税

対前年度２，５００万円、３．４％減の７億２，５００万円になった。

対前年度３億６，３００万円、３９．５％減の５億５，５００万円になった。

が１，９００万円増になったことが主な要因である。

対前年度３，２００万円、３０．７％増の１億３，６００万円になった。

新増築家屋の増に伴い家屋分が８億３，５００万円増になったことなどにより

税制改正に伴う税率改定により対前年度２億２００万円、６．０％増の

３５億３，３００万円になった。
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６款　法人事業税交付金

７款　地方消費税交付金

９款　環境性能割交付金

１０款　地方特例交付金

１１款　地方交付税

１３款　分担金及び負担金

１４款　使用料及び手数料

（１）使用料

事業者等に対する固定資産税及び都市計画税の軽減措置が終了したことにより

対前年度１，９００万円、０．５％増の４０億４，０００万円になった。

対前年度６，３００万円、３．９％増の１７億１，３００万円になった。

これは、入所児童数の増により学童保育所使用料が２，４００万円、利用者数

の増により生涯学習センター使用料が８００万円、体育館使用料が７００万円、

利用者及び火葬件数の増により斎場使用料が６００万円それぞれ増になった

５，５００万円減になったことが要因である。

対前年度２，９００万円、０．３％減の８９億３，９００万円になった。

の１８億９，２００万円になった。

対前年度４億９，２００万円、３．７％増の１３９億７，１００万円になった。

対前年度３，６００万円、１５．５％増の２億６，９００万円になった。

対前年度６億４，９００万円、５２．３％減の５億９，３００万円になった。

これは、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金の中小

６億５，３００万円減になったことが主な要因である。

これは、特別交付税が２，６００万円増になったものの、普通交付税が

対前年度２，２００万円、３．１％増の７億２，３００万円になった。

これは、民間保育所運営費負担金が新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る

減免件数の減により１，９００万円増になったことが主な要因である。

税制改正の経過措置の影響により対前年度７億８，３００万円、７０．５％増

ことが主な要因である。
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（２）手数料

１５款　国庫支出金

（１）国庫負担金

（２）国庫補助金

１６款　都支出金

（１）都負担金

それぞれ減になったことが主な要因である。

が主な要因である。

伴う保険税軽減分の増などにより１億５，８００万円それぞれ増になったこと

対前年度３億３００万円、１．０％増の３００億６００万円になった。

これは、支給実績により児童育成手当が６，４００万円、児童手当が

４，７００万円それぞれ減になったものの、障害者自立支援給付がサービス

利用者数の増により２億３００万円、国民健康保険事業基盤安定が税率改定に

推進交付金が新館清掃工場の整備完了により１８億２，０００万円それぞれ減に

万円増になったものの、新型コロナウイルス感染症対策として支給した子育て世帯

なった。

これは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が１７億５，７００

への臨時特別給付金が７１億８，２００万円、都市構造再編集中支援事業費が八王

なったことが主な要因である。

対前年度３億２，８００万円、０．８％減の３８３億６，４００万円になった。

これは、障害者自立支援給付がサービス利用者数の増により４億５００万円、

新型コロナウイルスワクチン接種対策が接種実績により８億６，５００万円、

対前年度８０億４，９００万円、２８．２％減の２０５億２，９００万円に

対前年度４，４００万円、１．９％減の２３億２，７００万円になった。

これは、指定収集袋手数料が家庭系ごみの指定収集袋販売枚数の減により

対前年度８３億６，３００万円、１２．４％減の５９１億１，５００万円になった。

２，３００万円、ごみ等処理手数料が持込みごみ量の減などにより８００万円

生活保護費が受給者数の増により３億９，５００万円それぞれ増になったものの、

児童手当が支給実績により２億１，６００万円それぞれ減になったことが主な

要因である。

対前年度２億９，５００万円、２．３％増の１３０億９，３００万円になった。

子駅南口集いの拠点整備の事業進捗により２３億９，８００万円、循環型社会形成
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（２）都補助金

（３）委託金

１７款　財産収入

１８款　寄附金

１９款　繰入金

２０款　繰越金

主な要因である。

これは、土地売払収入が３，７００万円、土地賃貸料が１，０００万円それ

対前年度３，４００万円、１８．２％減の１億５，２００万円になった。

皆減になったことが主な要因である。

保健所体制強化の実施により４億５，６００万円、保健所費が高齢者等に対する

季節性インフルエンザ定期予防接種の実施などにより２億１，８００万円それ

対前年度１億５，４００万円、１０．６％減の１３億３００万円になった。

これは、参議院議員選挙費が２億６００万円皆増になったものの、衆議院議員

選挙費が１億９，７００万円、都議会議員選挙費が１億６，５００万円それぞれ

ぞれ増になったことが主な要因である。

これは、子ども・若者基金繰入金が２，０００万円皆増になったものの、

対前年度４，８００万円、２３．１％増の２億５，７００万円になった。

指定寄附金が１，０００万円、社会福祉基金への指定寄附金が８００万円

これは、市町村総合交付金が５億１，４００万円減になったものの、新型コロ

ナウイルス感染症区市町村緊急包括支援事業費が新型コロナウイルス感染症対策

ぞれ増になったことが主な要因である。

それぞれ減になったことが主な要因である。

これは、純繰越金が１３億６，７００万円、繰越明許費分が３億７，７００万円

それぞれ増になったことが要因である。

対前年度１億６，２００万円、１．０％増の１５６億９００万円になった。

これは、ふるさと納税八王子応援寄附金が１，４００万円、育英基金への

企業立地支援奨励金交付準備基金繰入金が１億９００万円減になったことが

対前年度１７億４，４００万円、２１．９％増の９６億９，８００万円になった。

対前年度８，２００万円、１２．８％減の５億５，５００万円になった。
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２１款　諸収入

２２款　市債

回収金が１億円、日本スポーツ振興センター助成金が対象事業の実績により

新保健所の整備完了により１７億５００万円皆減になったことが主な要因である。

７，８００万円、都市計画事業債が八王子駅南口集いの拠点整備の事業進捗など

により１０億５，０００万円それぞれ減になったほか、保健施設整備事業債が

これは、ペットボトル有償入札拠出金の増により日本容器包装リサイクル協会

拠出金が１億３００万円増となったほか、多摩都市モノレール株式会社貸付金

これは、清掃施設整備事業債が新館清掃工場の整備完了などにより２９億

対前年度４億９００万円、２２．７％増の２２億１，６００万円になった。

９，０００万円それぞれ皆増になったことが主な要因である。

対前年度５９億７，８００万円、３８．６％減の９５億１，９００万円になった。
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特別会計の概要

１　国民健康保険事業特別会計

２　後期高齢者医療特別会計

一方、歳入は、保険料７８億７，７００万円、受託事業収入５億３００万円、一般会計

繰入金７２億５，０００万円など総額１５８億６００万円を収入した。

主に７５歳以上の方を対象とした後期高齢者医療制度の被保険者数は、対前年度

４，０７０人、５．２％増の８２，８２１人になった。

歳出は、東京都後期高齢者医療広域連合に対して療養給付費や保険料などに関する納付

金を１４６億９，２００万円支出したほか、健康診査や生活習慣病重症化予防の事業費と

して５億５，２００万円を支出するなど、総額１５７億３，９００万円になった。

により、対前年度６，００７人、５．０％減の１１４，４１４人になった。

対前年度１，５００万円減の５６７億９，３００万円になった。

保険基盤安定分や職員給与費及び歳入・歳出の財源不足等の調整分を含めた一般会計

繰入金が、対前年度５，１００万円、１．０％増の４９億４，３００万円になった

国民健康保険の被保険者数は、後期高齢者医療制度への移行や社会保険の適用拡大など

歳出は、国民健康保険制度において財政運営の主体となる東京都に納付する国民健康

保険事業費納付金が、東京都の算定における一人当たり診療費の増やコロナ禍による受診

控えの解消などにより、対前年度６億７，８００万円、４．０％増の１７４億

５，３００万円になったものの、保険給付費が、被保険者数の減などにより、対前年度

０．７％減の５７２億７，４００万円になった。

減の３８３億９，６００万円になるなど、総額は、対前年度４億２，７００万円、

６億６，９００万円、１．８％減の３７２億７，４００万円になるなど、総額は、

一方、歳入は、保険税の所得割率及び均等割額の改定並びに収入率の向上により、

保険税が対前年度１億８，７００万円、１．５％増の１２９億３，０００万円になった。

なお、純収入率は、現年課税分が０．１ポイント増の９５．７％、滞納繰越分が

６．６ポイント減の２９．２％、全体は２．０ポイント増の８８.３％になった。また、

ものの、都支出金が保険給付費の減などにより、対前年度７億７，６００万円、２．０％
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３　介護保険特別会計

４　母子・父子福祉資金特別会計

５　土地取得事業特別会計 

６　駐車場事業特別会計

一方、歳入は、指定管理者納付金２億５００万円など、総額２億１，２００万円を収入

した。

決算総額は、対前年度３，１００万円、１６．４％減の１億５，９００万円になった。

歳出は、駐車場管理費において、八王子駅北口地下駐車場で防犯カメラ等更新工事及び

構造物の補修工事を実施したほか、旭町駐車場の機械式駐車場設備の更新工事を実施し、

１億７００万円を支出した。また、市営駐車場の老朽化対策工事等の費用を公共施設整備

保全基金に積み立てるため、一般会計への繰出金として５，２００万円を支出した。

公債費について、元金と利子を合わせて７，９００万円を支出した。これにより、令和

４年度（２０２２年度）末現債額は対前年度７，９００万円減の９，３００万円に

市営駐車場における自動車の利用台数は、対前年度２．７％増の６３６，１１５台に

なった。

なった。

き、貸付を行い、生活の安定と向上を図った。

歳出は、修学資金や就学支度資金などの母子・父子福祉資金貸付金を９,５００万円

支出するなど、総額９，９００万円になった。

一方、歳入は、貸付金元利収入１億２，８００万円、前年度繰越金１億５００万円など

総額２億３，７００万円を収入した。

一 方 、 歳 入 は 第 １ 号 被 保 険 者 数 の 増 に よ り 、 介 護 保 険 料 が 対 前 年 度

５，６００万円、０．５％増の１０５億９，９００万円になった。このほか、

国・都支出金１５３億９，４００万円、支払基金交付金１１２億１，４００万円、

一般会計繰入金６８億１，０００万円など総額４５７億４００万円を収入した。

母子家庭の母又は父子家庭の父等に対し、「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づ

歳出は、介護保険サービス受給者数の増により、保険給付費が対前年度７億

６，９００万円、２．０％増の３９７億５，７００万円になった。このほか、

介護予防・生活支援サービスの負担金が減少したものの、新たに認知症理解促進

ガイドブックを作成したことなどにより、地域支援事業費が１００万円、０．１％増の

１４億９，５００万円になるなど、歳出総額は４４３億円になった。

「第８期介護保険事業計画」（計画期間 令和３～５年度（２０２１～２０２３

年度））の中間年として、制度の適正な運営に努めた。要介護認定者数は、対前年度

５９５人、２．０％増の３０，３８４人になった。
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７　借入金管理特別会計

８　給与及び公共料金特別会計

任用職員費が３億７,３００万円増になったことによるものである。

公共料金費は、対前年度６億８，１００万円、２８．４％増の３０億７，６００万円に

なった。これは、燃料費調整単価及び原料費調整単価の値上がりにより、電気使用料が

５億７，１００万円、ガス使用料が１億１，１００万円それぞれ増になったことによる

ものである。

これにより、全会計における令和４年度（２０２２年度）末現債額は、対前年度

５８億１，２００万円減の１，８６５億１，０００万円になった。

給与費は、対前年度１億６００万円、０．４％増の２９６億５，５００万円に

なった。これは、一般職員数及び退職手当支給人数の減などにより、職員費が

２億６，７００万円減になったものの、会計年度任用職員数の増により、会計年度

歳出は、公債費について、元金と利子を合わせて１８７億３，０００万円を支出

した。

一方、歳入は、各会計の市債の借入合計が、１１７億５，７００万円になった。
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　 公営企業会計の概要

下水道事業会計

万円になり、資本的収入の不足額３５億５，７００万円を、消費税及び地方消費税資本的

費が２８億９，１００万円になった。

資本的収入及び支出について、それぞれ４７億９，２００万円、８３億４，９００

なお、本年度末現債額は、前年度末額に比べ、３２億８，９００万円減の４８８億

３００万円になった。

収支調整額２億２，３００万円、減債積立金１５億６，０００万円及び損益勘定留保資金

１７億７，４００万円で補塡した。

そのうち、収入において、建設改良費に対する企業債２２億３，８００万円を借り

になった。

入れた。一方、支出において、老朽化した下水道施設の延命化を図るための管路建設

改良費が、１１億６，５００万円になったほか、企業債償還金が５５億２，７００万円

収益的収入及び支出について、それぞれ１４２億５，７００万円、１２５億８，５００

そのうち、収入において、下水道使用料が８２億３，０００万円になったほか、減価

償却に伴う長期前受金の戻入として、長期前受金戻入が４５億２，９００万円になった。

一方、支出において、減価償却費が７１億５，０００万円になったほか、流域下水道管理

万円になり、当年度純利益は、１４億４，９００万円になった。
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財政健全化判断指標 



７　財政健全化判断指標

　（１）　対象とする会計

一
般
会
計
等

(3)

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

駐車場事業特別会計

介護保険特別会計

一般会計

土地取得事業特別会計

母子・父子福祉資金特別会計

借入金管理特別会計

損失補償債務等

　
　
　
　
　
　
将
来
負
担
比
率

一部事務組合（6組合）・広域連合（1連合）の負債
〔加入市町村の按分負担〕
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債
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率
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結
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計
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字
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　（２）　健全化判断指標

a 財政健全化計画を定めなければならない基準

b 財政再生計画を定めなければならない基準

c 経営健全化計画を定めなければならない基準

(3)　資金不足比率（下水道事業） -% -%
経営健全化
基準
20%

25% 35%

エ 将 来 負 担 比 率 -% -% 350%

-0.6%

11.25% 20%

イ 連結実質赤字比率 -% -% 16.25% 30%

-%

健
全
化
判
断
比
率

再
生
判
断
比
率

ア 実 質 赤 字 比 率 -%

ウ
実 質 公 債 費 比 率
（ 3 か 年 平 均 ）

-0.4%

区　　　　　　　　　　分
令和4年度
（2022）

令和3年度
（2021）

早期健全化
基準

財政再生
基準

a b

c
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ア 　実質赤字比率（一般会計等）

算式

イ 　連結実質赤字比率（全会計）

算式

 ※5 標準財政規模

 ※1

 ※2 繰上充用額

 ※3 支払繰延額

 ※4 事業繰越額

自治体の一般財源の標準的な大きさを示したもの。普通交付税の算定に用いる
市税収入額、地方譲与税及び利子割などの各種交付金に普通交付税と臨時財政
対策債発行可能額を加えた額

実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額

歳入不足のため、翌年度の歳入を繰り上げて充てた額

計算結果が0%以下のときは-%

　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。
　実質赤字とは、形式収支（歳入－歳出）から翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質
収支が赤字の場合をいう。

　公営企業や国民健康保険事業などの公営事業を含めたすべての会計を対象とした実質赤
字の標準財政規模に対する比率。

[ 0 ] [ 0 ] [7,976,987] [2,401,393]

[-％]

資金剰余を
生じた公営
企業会計の
資金剰余額

＋ ）

[113,342,333]

連結実質赤字比率 ＝

実質赤字を
生じた会計の
実質赤字の
合計額

資金不足を
生じた公営
企業会計の
資金不足額

標準財政規模

（ ＋ ） － （

実質黒字を
生じた会計の
実質黒字の
合計額

※1

算式の[　　]数値は、本市の令和4年度（2022年度）決算数値
単位は千円

[ 0 ] [ 0 ] [ 0 ]

[-％]

[113,342,333]

）＋

実質赤字比率 ＝

繰上充用額 支払繰延額

標準財政規模

事業繰越額＋ （
※2 ※3

※5

※4

※1
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　　　（全会計の実質収支額）
（単位　千円）

歳 入 総 額
Ａ

歳 出 総 額
Ｂ

歳 入 歳 出
差 引 額
Ｃ （ А - Ｂ )

翌年 度に 繰り
越す べき 財源

Ｄ

実 質 収 支 額
Ｃ － Ｄ

一 般 会 計 237,324,277 228,173,633 9,150,644 3,127,885 6,022,759

母 子・ 父子 福祉 資金 特別 会計 237,264 99,144 138,120 138,120 0

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 79,208 79,208 0 0

借 入 金 管 理 特 別 会 計 30,486,883 30,486,883 0 0

小 計 268,127,632 258,838,868 9,288,764 3,266,005 6,022,759

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 57,274,390 56,793,331 481,059 481,059

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 15,805,642 15,738,984 66,658 66,658

介 護 保 険 特 別 会 計 45,703,697 44,299,810 1,403,887 1,403,887

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 212,493 158,829 53,664 51,040 2,624

給 与 及 び 公 共 料 金 特 別 会 計 32,730,732 32,730,732 0 0

小 計 151,726,954 149,721,686 2,005,268 51,040 1,954,228

419,854,586 408,560,554 11,294,032 3,317,045 7,976,987

（単位　千円）

流 動 資 産
Ａ

流 動 負 債
Ｂ

Ｂ の う ち 建
設 改 良 費 等
に係 る企 業債

Ｃ

算 入 地 方 債
Ｄ

資 金 不 足 ・
剰 余 額

А-（Ｂ-Ｃ）-
Ｄ

公 営 企 業
会 計

下 水 道 事 業 会 計 4,015,504 6,870,092 5,255,981 0 2,401,393

（単位　千円）

10,378,380

区　　　　　　　　　　分

全　　　会　　　計

計

区　　　　　　　　　　分

一 般 会 計 等

公 営 事 業
会 計

区　　　　　　　　　　分

実 質 収 支 額 及 び
資 金 不 足 ・ 剰 余 額

合 計
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ウ 　実質公債費比率

算式

3か年平均の算出方法は、年度ごとに四捨五入をせず、計算結果そのままを
3か年加え、3か年で除し、小数第1位未満を切捨てる。

　④都市計画事業の財源として発行された市債償還額に充当された都市計画税

　③一部事務組合等への負担金のうち、組合等が起こした地方債の償還財源
　　に充当されたと認められるもの

　※8　

　※7 特定財源

　④大規模な住宅建設に関連して地方公共団体に代わって都市再生機構等が
　　行った公共施設等の建設及び総合体育館の建設に係る割賦支払い並びに
　　社会福祉法人が行った特別養護老人ホーム等の建設に係る補助のため設
　　定した債務負担行為等に基づく支出額

　⑤一時借入金の利子

　①国・都からの支出金

　②貸付金の財源として発行した市債に係る貸付金の元利償還金

　③市営住宅建設事業の財源として発行された市債償還額に充当された市営
　　住宅使用料

　⑤その他の特定財源

　一般会計等が1会計年度に負担した元利償還金及び準元利償還金の一般財源額の標準財
政規模に対する比率。
　この比率が、18％を超えると起債許可団体になり、35％を超えると災害復旧事業等を除
き起債が制限される。

　①満期一括償還市債について､償還期間を30年とする元金均等年賦償還を
　　した場合における1年当たりの元金償還金相当額

　②一般会計等から一般会計等以外の特別会計及び公営企業会計への繰出金
　　のうち、市債の償還の財源に充当されたと認められるもの

　※6 準元利償還金

[1,400,390] [3,260,968] [11,004,907]

[-0.25900%]

[12,600,434]

[113,342,333]

標準財政規模 －

（ ）
市債の
元利償還金

準元利
償還金

[11,004,907]

実質公債費比率

（単年度）
＝

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

）
元利償還金・

準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

＋（＋ － 特定財源

※6 ※7

[-1.02392％] [-0.08108％] [-0.25900％]

[-0.4％]
3

＝

令和3年度
（2021年度）

実質公債費比率

令和4年度
（2022年度）

実質公債費比率

令和2年度
（2020年度）

実質公債費比率

＋

実質公債費比率
（3か年平均）

＋

※8
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　　　（実質公債費比率の内訳） （単位　千円）

令和4年度

（2022）

令和3年度

（2021）

令和2年度

（2020）

市 債 の

元 利 償 還 金

Ａ

公 債 費 12,600,434 12,231,981 11,649,716

① 満期一括償還に係る公債費 0 0 0

②

特別会計及び公営企業会計への

繰出金
（下水道の公債費充当分）

646,425 594,892 465,378

③
一部事務組合負担金
（東京たま広域資源循環組合の公債費負

担分）

4,237 4,567 75,359

④
公債費に準ずる債務負担行為
（ニュータウン学校施設取得・総合体育

館整備等）

749,728 887,574 886,010

⑤ 一時借入金利子 0 0 1,266

準元利償還金　計 1,400,390 1,487,033 1,428,013

①

国都支出金

（東京都多摩ニュータウン関連公益施設
整備費償還費補助金）

483,789 499,862 555,744

② 貸付金償還金 0 0 0

③ 市営住宅使用料 172,019 167,694 188,476

④ 都市計画税 2,605,160 2,165,562 2,278,566

⑤ その他の特定財源 0 0 0

特定財源　計 3,260,968 2,833,118 3,022,786

11,004,907 10,970,439 11,070,404

113,342,333 115,235,486 110,243,791

-0.25900% -0.08108% -1.02392%

-0.4% -0.6% -0.9%

注　区分欄の（　　）は、本市の令和4年度（2022年度）決算内容

実 質 公 債 費 比 率 （ 3 か 年 平 均 ）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

実 質 公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ） Ｆ

｛ （ Ａ + Ｂ ） - （ Ｃ + Ｄ ） ｝ ／ （ Ｅ - Ｄ ） × 100

標 準 財 政 規 模
Ｅ

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に

係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額
Ｄ

準 元 利 償 還 金

Ｂ

特 定 財 源

Ｃ

※6

※7

※8
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エ 　将来負担比率

算式

　⑧一部事務組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

　④都市計画事業の財源として発行された市債償還額に充当される都市計画税

　⑤その他の特定財源

　③一般会計等以外の会計の市債の元金償還に充当する一般会計等の負担
　　見込額

　④一部事務組合等の地方債の元金償還に係る負担見込額

　⑤退職手当支給予定額のうち、一般会計等負担見込額

　⑥損失補償等による負担見込額

　⑦連結実質赤字額

　①一般会計等の当該決算年度末における市債現在高

　②大規模な住宅建設に関連して地方公共団体に代わって都市再生機構等が
　　行った公共施設等の建設及び総合体育館の建設に係る割賦支払い並びに
　　社会福祉法人が行った特別養護老人ホーム等の建設に係る補助のため設
　　定した債務負担行為等に基づく支出額

　③市営住宅建設事業の財源として発行された市債償還額に充当される市営
　　住宅使用料

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。

　※10　充 当 可 能
　　　　基　金　額

　※11　特 定 財 源
　　　　見　込　額

　※9　将来負担額

　地方自治法第241条に定める基金（地方公共団体の財政の健全化に関する
　法律施行規則第16条の規定に基づくもの）

　①国・都からの支出金

　②貸付金の財源として発行した市債に係る貸付金の元金償還金

[164,852,305] [40,473,578] [35,089,444] [119,331,919]

[-％]

[11,004,907]

将来負担比率

－

＝

（ ＋将来負担額
充当可能
基金額

－ ）

標準財政規模

[113,342,333]

特定財源
見込額

市債現在高等に係る
基準財政需要額算入見込額

＋

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

※9 ※11※10

※1
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　　　（将来負担比率の内訳）

（単位　千円）

令和4年度
（2022）

令和3年度
（2021）

増減額

① 一般会計等市債現在高 137,706,927 140,230,062 △ 2,523,135

②

公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出予定

額（ニュータウン学校施設取得・総合体育館整
備等）

2,754,782 3,727,310 △ 972,528

③
特別会計及び公営企業会計への繰出見込額

（下水道の償還見込額）
4,294,683 11,668,658 △ 7,373,975

④
一部事務組合等負担見込額
（東京たま広域資源循環組合の償還見込額）

26,173 30,806 △ 4,633

⑤
退職手当負担見込額
（2,619人分）

20,069,740 20,261,998 △ 192,258

⑥ 損失補償等による負担見込額 0 0 0

⑦ 連結実質赤字額 0 0 0

⑧ 一部事務組合等連結実質赤字額 0 0 0

将来負担額　計 164,852,305 175,918,834 △ 11,066,529

充 当 可 能

基 金 額
Ｂ

財政調整基金、減債基金等 40,473,578 33,113,813 7,359,765

①
国都支出金
（東京都多摩ニュータウン関連公益施設整備費

償還費補助金）

609,809 1,302,349 △ 692,540

② 貸付金償還金 0 68,279 △ 68,279

③ 市営住宅使用料 1,742,295 1,905,475 △ 163,180

④ 都市計画税 32,737,340 36,480,290 △ 3,742,950

⑤ その他の特定財源 0 0 0

特定財源見込額　計 35,089,444 39,756,393 △ 4,666,949

119,331,919 124,539,779 △ 5,207,860

113,342,333 115,235,486 △ 1,893,153

11,004,907 10,970,439 34,468

-% -% -

注　区分欄の（　　）は、本市の令和4年度（2022年度）決算内容

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

市 債 現 在 高 等 に 係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額

Ｄ

特 定 財 源

見 込 額
Ｃ

将 来 負 担 比 率

｛ Ａ - （ Ｂ + Ｃ + Ｄ ） ｝ ／ （ Ｅ - Ｆ ） × 100

標 準 財 政 規 模
Ｅ

元 利償 還金 ・準 元利 償還 金に 係る 基準 財政 需要 額算 入額
Ｆ

将 来 負 担 額
Ａ

※9

※10

※11

※1
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 　（３）　資金不足比率

算式

　　　　　

　　　　　　 

営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

（流動資産－流動負債＋流動負債のうち建設改良費等に係る企業債
　－算入地方債）－解消可能資金不足額

事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の
事業がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額

　※14　事業の規模

　公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率。
　本市では、下水道事業会計が該当する。

　※13　解消可能
　　　　資金不足額

　※12　資金の不足額
※13

[ 0 ]

[-％]

[8,525,811]

資金の不足額

資金不足比率 ＝

事業の規模
※1

※14

※12
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